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国士舘史関係資料の翻刻並びに補註
　
第八巻
凡
　
例
一
　
ここには、国士舘史編纂のために調査収集した資料のうちから、翻刻・校訂と補註が終了し、重要度が高いも
のを順次紹介する。
一
　
資料には、巻別に適宜、通し番号と表題を付し、その下に（
　　
）で出典を略記した。
一
　
資料は、漢字・仮名遣いとも、できるだけ原本 忠実に翻刻したが、一部に句読点を補い読みやすく改めた。
一
　
資料中の漢字は、原則として常用漢字に改めた。ただし、常用漢字にないものおよび地名 人名など特に必要
と認めたものは、原本のままとした。
一
　
現在では読みにくくなった語句には、平仮名でふりがなを付したが もともと原本にあるふりがなは片仮名で
表記した。
一
　
資料の成立事情及び に使用される用語で意味を解し くいものには、簡略な補註を付し、読者の理解に
資した。
一
　
資料の翻刻・校訂は、国士舘史 室収蔵の原本、ない 原本から作成し 忠実な複製資料によった。
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一
　
昭和三五年九月
　
国士舘大学政経学部増設認可申請書（総務部保管資料）
（欄外印）「校大第
195
号
　
昭
35.9.29.　
文部省」
国士舘大学政経学部
＊１
  政
  治
  学
  科
経済学科
  増設認可申請書
このたび国士舘大学政経学部
 
政
  治
  学
  科
経済学科
  を増設したいと思いますから学校教育法第四条の規定によって
ご認可下さるよう別紙書類を添えて申請いたします。
昭和三十五年九月三十日
　
設置者
　
学校法人国士舘理事長
　
柴田德次郎［印］
文部大臣
　
荒木満壽夫殿
国士舘大学政経学部増設認可申請趣意書
日本の教育は、敗戦によって、百八十度の転換を余儀なくされました。而もそれは、民主主義の名の下
に、日本民族の心の支柱である日本精神を歪曲し、魂の抜けた世界人を造ることに重点が置かれました。
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従って日本の伝統を重んずる気風は失われ、日本の歴史を学ぶ心は稀薄となり、道義日本の誇りは地を払
うに至りました。次代の日本を荷う責任の重い大学生が、自国を軽侮し、国際共産主義の謀略に踊らされ、国会議事堂を取巻く安保反対斗争の暴徒と化したことは、敗戦後の誤れる日本の教育を、最も雄弁 物語っています。
国士舘大学は、これとは反対に、皇室 敬い、国家を重んじ、歴史と伝統を守らんとする精神の上に、建
学の理想を打ち建てて参りました。戦前は、武道 主軸 した国漢地歴の国士舘専門学校として、我が国教育界に於ける異色ある存在でありました。不幸にも敗戦後の誤れる占領政策によって、武道は廃止され、国士舘の存続も一時は危殆に瀕しましたが、昭和二十八年漸く国士舘短期大学（経済科、国文科）として復活し、昭和三十一年には三年制体育科を増設し 遂に翌三十二年十二月、四年制体育学部に昇格して今日に至りま た。
文武の道によって、学徒の志操を陶冶せんとする国士舘は、今日の混迷せる青年の浮薄な思想動向坐視す
るに忍びず、茲に 日本 歴史と伝統に基礎を置き、而も国際的な視野に立って、西欧の学説を批判検討しつつ、日本の再建に役立つ有為な青 育成道場とし 特色のある政経学部を創設するこ に決意致したのであります。
赤に偏向せるマスコミや組合運動が、戦後の日本の発展を如何に阻害し、純真な青年学徒の方途を如何に
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誤らしめたか、今更論ずるまでもありません。この重大な時局なればこそ、一日も早く信念に満ちた本学の卒業生を、混乱汚濁の言 界、放送界、産業界に送り込み、偏向せる社会を是正し、日本の正常な発展に寄与致したいと念願するも であります。
敢て本学が、政経学部の増設認可を強く懇請致す所以も亦、ここにあります。何卒、格別の御高配をもっ
て、昭和三十六年四月より開学出来ますよう 御認可のほど、重ねて御願い申上ます
昭和三十五年九月三十日
 
国士舘大学長
　
柴田德次郎
　　
書類目次　
一、国士舘大学政経学部
政
  治
  学
  科
経済学科
増設要項
�������������������������一
　
二、学
　　
則���������������������������������������二五
　
三、校
　　
地（図面添付）
���������������������������������五三
　
四、校舎等建物（図面添付）
��������������������������������五五
　
五、図書・標本・機械・器具等施設概要���������������������������七三
　
六、学部及学科別学科目又は講座����� 一〇一
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七、修業年限履修方法及学士号������������������������������一一一
　
八、学部及学科別学生定員���� 一二五
　
九、職員組織�������� ��������������������������一二七
一〇、設置に関する調�����������������������������������六三一一一、資産������� 八〇五一二、維持経営の方法 �������������������������������八九三一三、開設年次��������� 九八五一四、現在設置している学校の現況 九八七一五、将来の計画������ 一〇七五「 （内表紙）一、国士舘大学政経学部増設要領」
第一
　
国士舘大学政経学部
政治学科経済学科
増設要項
一、名
　　
称
国士舘大学政経学部政治学科同
　　　　　　
経済学科
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二、位
　　
置
東京都世田谷区世田谷一丁目一〇〇六番地
三、目的及使命
本学政経学部は教育基本法の精神に基き広く一般の基礎教育に関する学術及び専門の政治学、経済学に関しての智識技能を修得させることを目的とし以て世界文化の進展に貢献すると共に教育 実業等の諸界における社会人を育成することを使命とする。
四、校
　　
地
総坪数
　　
二七、 五一四坪三五
専
　
用
　　
九、 一四四坪
　　　
国士舘大学政経学部
共
　
用
　　
一四、 〇八一坪
　　
国士舘大学体育学部と共用
　　　　　　
四、 二八 坪三五
　
国士舘短期国士舘高等学校・中 校　
と共用
国士舘大学設置認可当時
国士舘大学政経学部増設後
総坪数
　　　
二二、 三七〇坪三五
　
専用
　　　
一八、 〇八一坪
　　　　　
国士舘大学体育学部
　
共用
　　　
四、 二八九坪三五
総坪数
　　　
二七、 五一四坪三五
　
専用
　　　　
九、 一四四坪
　　　　　
国士舘大学政経学部
　
共用
　　　
一四、 〇八一坪
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国士舘短期大学
　　　　　
国士舘高等学校
　
と共用
　　　
国士舘中学校
　　　　　
国士舘大学体育学部と共用
　　　　　　　
四、 二八九坪三五
　　　
国士舘短期大学
　　　
国士舘高等学校
　
と共用
　　　
国士舘中学校
五、校舎等建物
総坪数
　　　
四、 六〇五・四一坪
専
　
用
　　
一、 〇四・八〇坪
　　
国士舘大学政経学部
共
　
用
　　
三、 二〇〇・ 一坪
内
　
訳
一、 九四一・〇八坪
　　
国士舘大学体育学部と共用
一、 二五 ・五三坪
　　
国士舘短期 と共用
　　　　　　　　　
国士舘高等学校と共用
国士舘大学設置認可当時
国士舘大学政経学部増設後
総坪数
　　　
三、 一六三、 〇八坪
総坪数
　　　
四、 六〇五、 四一坪
　
専用
　　　
一、 九四一、 〇八坪
　
専用
　　　
一、 四〇四、 八〇坪
　　　　　
国士舘大学（体育学部）
　　　　　
国士舘大学政経学部
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共用
　　　
一、 二二二、 〇〇坪
　
共用
　　　
一、 九四一、 〇八坪
　
体育学部
　　　
内
　
訳
　　　　　　
一、 二五九、 五三坪
　　　 　　　
  八七六、 二五坪
　　　 　
国士舘短期大学と共用
　　　
国士舘短期大学と共用
　　　
国士舘高等学校と共用
　　　
  三四五、 七五坪
　　　
国士舘高等学校と共用
六、図書標本機械器具等設備概要
（一）　
図
　
書総
　
数
　　
五九、 四九〇冊
専用
　　
一七、 七〇九冊
　　
国士舘大学政経学部
共用
　　
四一、 八一冊
　　
国士舘大学体育学部、国士舘短期大学、
　　　　　　　 　　　　
  国士舘高等学校と共用
国士舘大学設置認可当時
国士舘大学政経学部増設後
総
　
数
　　
四〇、 九三一冊
総
　
数
　　
五九、 四九〇冊
　
専用
　　
一四、 〇五五冊
　
　
専用
　　
一七、 七〇九冊
　　　　
国士舘大学体育学部
　　　　
国士舘大学政経学部
　
同
　　
（二三、 七三五）
　
共用
　　
四一、 七八一冊
　　　
国士舘短期大学（国文科） （経済科）
　　　
国士舘大学体育学部と共用
　
共用
　　　
三、 一四一冊
　　　 　　
国士舘短期大学と共用
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国士舘短期大学
　
と共用
　　　　　　
国士舘高等学校と共用
　　　　
国士舘高等学校
　　
（二）　
標
　
本総
　
数
　　　
一、 〇九〇点
専用
　　
  一〇〇点
　
国士舘大学政経学部
共用
　　
  三六〇点
　
同
　　　　
体育学部と共用
　　　
  二九五点
　
国士舘短期大学と共用
外
　　
（三三五点
　
国士舘高等学校専用）
国士舘大学設置認可当時
国士舘大学政経学部増設後
総
　
数
　　
九四〇点
総
　
数
　　
一、 〇九〇点
　
専用
　　
三一〇点
　
専用
　　　
  一〇〇点
　　　　　
国士舘大学体育学部
　　　　　
国士舘大学政経学部
　
共用
　　
二九五点
　
共用
　　　
  三六〇点
　　　
国士舘短期大学と共用
　　　
国士舘大学体育 部と共用
　　　
  （二三五点
　
国士舘高等学校専用）
　　　 　　
  二九五点
　　　
国士舘短期大学と共用
　　　
  （
  三三五点
　
国士舘高等学校専用）
　　
（三）　
機
　
械
　
器
　
具
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総
　
数
　　　　　
二、 七六〇点
専用
　　
  一四三点
　
国士舘大学政経学部
共用
　　 　
二、 六一七点
内
　
訳
　　　
一、 六一七点
　
国士舘大学体育学部と共用
　　　　
一、 〇〇〇点
　
国士舘短期
　
と共用
　　 　　　　
  国士舘高等学校
国士舘大学設置認可当時
国士舘大学政経学部増設後
総
　
数
　　
二、 二四一点
総
　
数
　　
二、 七六〇点
　
専用
　　
一、 三一六点
　
専用
　　　
  一四三点
　　　　　　
国士舘大学体育学部
　　　　　　
国士舘大学政経学部
　
共用
　　　
  一七五点
　
共用
　　
二、 六一七点
　　　
国士舘短期大学と共用
　　　
一、 六一七点
　　　 　　
  七五〇点
　　　 　　
国士舘大学体育学部と共用
　　　
  （国士舘高等学校専用）
　　　
  三八〇点
　　　
国士舘短期大学と共用
　　　
  六二〇点
　　　
  （国士舘高等学校専用）
七、学部及学科の組織並に附属施設
（一）　
学部及学科の組織
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政経学部
　
政治学科
　
経済学科
（二）　
附属施設
国士舘大学設置認可当時
国士舘大学政経学部増設後
（一）　
学部及学科の組織
（一）　
学部及学科の組織
　　　　
体育学部体育学科
　　　　
体育学部体育学科
　　　　
政経学部政治学科
　　　
同
　　　
経済学科
（二）　
附属施設
（二）　
附属施設
　　　　
附属図書館
　　　
附属図書館
　　　　
体育舘
　　　　
体育舘
　　　
水泳プール（五〇メートル九コース）
八、学部及学科別学科目概要並に教職課程の有無
（一）　
学部及学科別学科目学部
学科
学
　　　
科
　　　
目
必修単位数
選択単位数
備
　　　　　
考
部 学 経 政
　　　 科学治政
（通共）
科学済経
一般教育科目　
人文関係
　　　
哲
　　　　　
学
四
　　　
倫
　　
理
　　
学
四
　　　
国
　　
文
　　
学
四
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部　　　　　 学　　　　　 経　　　　　 政
　　　 科　　　　学　　　　治　　　　政
（通共）
科　　　　学　　　　済　　　　経
　　　
外
　
国
　
文
　
学
四
　　　
漢
　
文
　
講
　
読
四
　　　
歴
　　　 　
史
四
　　　
地
　　　 　
理
四
　　　
音
　　　
楽
二
　
社会科学関係
　　　
法
　　　
学
四
日本国憲法を含む
　　　
心
　　
理
　　
学
四
　　　
経
　　
済
　　
学
四
　　　
政
　　
治
　　
学
四
　　　
社
　　
会
　　
学
四
　　　
教
　　
育
　　
学
四
　
自然科学関係
　　　
生
　　
物
　　
学
四
　　　
数
　　　　　
学
四
　　　
統
　　
計
　　
学
四
　　　
地
　　　
学
四
　　　
計
八
六二
　
外国語科目
　　　
英
　　　　　
語
八
四
　　　
独
　　
逸
　　
語
四
四
　　　
計
一二
八
　
保健体育科目
　　　
講
　　　　　
義
二
　　　
実
　　　　　
技
二
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部　　　　　 学　　　　　 経　　　　　 政
　　　
計
四
　　　
計
二四
七〇
科　　　　　 学　　　　　 治　　　　　 政
専門科目　　　
政
  治
  学
  原
  論
四
　　　
政
  治
  思
  想
  史
四
　　　
行
　　
政
　　
学
四
　　　
政
  治
  制
  度
  論
四
　　　
国
  際
  政
  治
  学
四
　　　
日
  本
  政
  治
  史
四
　　　
西
  洋
  政
  治
  史
四
　　　
憲
　　　　　
法
四
　　　
国
　　
際
　　
法
四
　　　
社
　　
会
　　
学
四
　　　
外
　　
交
　　
史
四
　　　
行
　　
政
　　
法
四
　　　
民
　　　
法
四
選択必修
　　　
日
  本
  法
  制
  史
四
　　　
日本政治思想史
四
　　　
比
　
較
　
憲
　
法
四
　　　
司
　
法
　
制
　
度
四
　　　
刑
　　　 　
法
四
　　　
刑
　
事
　
政
　
策
四
　　　
商
　　　
法
四
　　　
労
　　
働
　　
法
四
　　　
社
　
会
　
政
　
策
四
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部　　　　　 学　　　　　 経　　　　　 政
科　　　　　 学　　　　　 治　　　　　 政
　　　
国際文化政策論
四
　　　
政
　
治
　
哲
　
学
四
　　　
国
  際
  機
  構
  論
四
　　　
新
　　
聞
　　
学
四
　　　
経
　
済
　
原
　
論
四
　　　
財
　　
政
　　
学
四
　　　
経
　
済
　
政
　
策
四
　　　
経
　　
営
　　
学
四
　　　
金
　　
融
　　
論
四
　　　
貿
　　
易
　　
論
四
　　　
国
  際
  経
  済
  論
四
　　　
演
　　　
習
四
選択必修
　　　
外国政治書講読
四
選択必修
　　　
卒
　
業
　
論
　
文
八
　　　
日
　　
本
　　
史
四
教職希望者 （社会）
　　　
外
　　
国
　　
史
四
〃
　　　
地
　　
理
　　
学
四
〃
　　　
地
　　
誌
　　
学
四
〃
　　　
哲
　　　
学
四
〃
　　　
倫
　　
理
　　
学
四
〃
　　　
公
  衆
  衛
  生
  学
四
〃体育学部にて受講
　　　
計
四八
一二八
専門科目　　　
経
　
済
　
原
　
論
四
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部　　　　　 学　　　　　 経　　　　　 政
科　　　　　 学　　　　　 済　　　　　 経
　　　
経
　
済
　
学
　
史
四
　　　
経
　　
済
　　
史
四
　　　
日
  本
  経
  済
  史
四
　　　
西
  洋
  経
  済
  史
四
　　　
経済政策総論
　　
四
　　　
国
  際
  経
  済
  論
四
　　　
財
　　
政
　　
学
四
　　　
統
　　
計
　　
学
四
　　　
社会政策総論
　　
四
　　　
商
　　
業
　　
学
四
　　　
経
  営
  学
  総
  論
四
　　　
会
  計
  学
  原
  理
四
　　　
憲
　　　　　
法
四
　　　
商
　　　　　
法
四
選択必修
　　　
景
  気
  変
  動
  論
四
　　　
東
  亜
  経
  済
  論
四
　　　
農
  業
  経
  済
  論
四
　　　
工
  業
  経
  済
  論
四
　　　
交
　　
通
　　
論
四
　　　
金
　　
融
　　
論
四
　　　
保
　　
険
　　
論
四
　　　
銀
　　
行
　　
論
四
　　　
貿
　　
易
　　
論
四
　　　
取
　
引
　
所
　
論
四
　　　
経済時事問題
　　
四
国士舘史研究年報 2016　楓厡
42
部　　　　　　 学　　　　　　 経　　　　　　 政
科　　　　　　　 学　　　　　　 済　　　　　　　 経　
　　　
市
　　
場
　　
論
四
　　　
簿
　
記
　
原
　
理
四
　　　
経
　　
済
　　
法
四
　　　
労
　　
働
　　
法
四
　　　
民
　　　
法
四
選択必修
　　　
国
　　
際
　　
法
四
　　　
政
  治
  学
  原
  論
四
　　　
外
　　
交
　　
史
四
　　　
国
  際
  政
  治
  論
四
　　　
経
  済
  思
  想
  史
四
　　　
新
　　
聞
　　
学
四
　　　
商
　
業
　
英
　
語
四
　　　
実
　
務
　
計
　
算
四
　　　
珠
　　
算
　　
史
四
　　　
演
　　　 　
習
四
選択必修
　　　
外国経済書講読
四
選択必修
　　　
卒
　
業
　
論
　
文
八
　　　
日
　　
本
　　
史
四
教職（社会）希望者必修
　　　
外
　　
国
　　
史
四
〃
　　　
地
　　
理
　　
学
四
〃
　　　
地
　　
誌
　　
学
四
〃
　　　
哲
　　　
学
四
〃
　　　
倫
　　
理
　　
学
四
〃
　　　
公
  衆
  衛
  生
  学
四
〃
　
  （体育学部受講）
　　　
職
　
業
　
指
　
導
四
教職（商業）希望者必修
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計
四八
一五二
　　
（二）　
教職課程の有無
1．本大学政経学部に教職課程を置く。2．本大学政経学部の教職に関する専門科目は次表のとおりとする。
学部
学科
学
　　　　
科
　　　　
目
必修単位数
選択単位数
備
　　　　　
考
部　　 学　　 経　　 政
（通共）程　課　職　教
教職に関する専門科目　　　　　
教
　
育
　
原
　
理
四
　　　　　
道徳教育の研究
二
　　　
教
  育
  心
  理
  学
四
　　　
青
  年
  心
  理
  学
二
　　　
教
　　
育
　　
史
二
　　　
教
　
育
　
行
　
政
四
　　　
社会科教育法
四
　　　
商業科教育法
四
　　　
教
　
育
　
実
　
習
三
　　　
図
　
書
　
舘
　
学
計
二一
一六
九、修業年限・履修方法及び学士号
（一）　
修業年限政経学部の修業年限は四ヶ年とする。在学年限は八ヶ年を超えることはできないものとする。
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（二）　
履修方法1．
 政経学部政治学科及経済学科の授業科目は一般教育科目、外国語科目、保健体育科目、専門科目及び教職科目の五つとし、又夫々 を必修科目と選択科目とに分ける。
2．
 学生は修業年限四ヶ年のうち 各年次に於いて学科目を次の おり履修するものとする。（1）　
 第一年次―一般教育科目、外国語科目、保健体育科目を主として履修。教職関係に於ての教科に関する専門科目のうち、日本史又は外国史、地理学又は地誌学、哲学又は倫理学、及び教職に関する専門科目の一部を加え履修出来るものとする。
（2）　
 第二年次―一般教育科目、外国語科目、保健体育 のうち 実技、専門科目の一部を主として履修。教職関係に於ての教科に関する専門科目のうち 日本史又は外国史、地理 地誌学、哲学又は倫理学、公衆衛生学、職業指導及び教職に関する専門科目の一部を加え履修出来るものとする。
（3）　
第三年次―外国語科目の一部、主として専門科目及び教職に関する専門科目を履修する。
（4）　
第四年次―外国語科目の一部、主として専門科目及び教職に関する専門科目を履修する。
3．
 学生は専攻を希望する学科目の演習に指導を受け、その科目を主としての卒業論文を提出しなければならない。卒業論文は八単位とし、必修単位数に加える。
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4．
 学生は毎学年度始めに当該年度に開設する授業科目のうち、必修科目と共に、選択科目中より所要単位を選択し此れを届出て履修するものとする。
5．
 一科目の課程を修了したものには、次の基準により単位を与える。（1）　
 講義は一時間の講義に対して教室外における二時間の準備のための学習を必要とすることを考慮し、毎週 十五週の講義を以て一単位とする。
（2）　
 外国語（外国語講読、商業英語等を含む）及び演習は、教室内二時間の授業に対して教室外一時間の準備のための学習を必要とするものとし、毎週二時間十五週の授業を以て一単位とする。
（3）　
 実験、教育実習、体育実技等は学習がすべて実験室、実習場、運動場等で行われるも とし、毎週三時間十五週の実験・ 習・実技を以て一単位とする。
6．
 卒業要件として要求する最低取得単位数は次のとおりとする。（1）　
 一般教育科目に於いて人文・社会・自然の三系列の各々 関係科目にわたって必修科目を含め、夫夫三科目以上十二単位以上合計九科目以上三十六単位以上を必修取得しなければならない。
（2）　
 外国語科目は英語及び独逸語の二科目とし、此のうち英語を八単位以上、独逸語を四単位以上
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合計十二単位以上を必修取得しなければならない。
（3）　
 保健体育科目に就いて、保健講義一単位、体育理論講義一単位、体育実技二単位合計四単位を必修取得しなければならない。
（4）　
 専門科目に於いて必修科目を含め選択した科目について合計七十二単位以上を取得しなければならない。
（5）　
 卒業資格として要求する最低取得単位数は前項の
（1）乃至
（4）による合計百二十四単位以上であ
る。
7．
 単位履修の認定は主として試験、研究報告、卒業論文による。
8．
 教員職員免許状の授与を希望するものは教育職員免許法に規定する単位を取得しなければならない。
（三）　
学士号1．
 本大学学部に四ヶ年以上在学し、所定の学科目を履修し定められた単位数を取得したものは、学士試験に合格したものと見做し、卒業証書 与える。
2．
 本大学政経学部政治学科を卒業したものは、政治学士、同学部経済学科を卒業したものは、経済学士と称することができる。
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十、職員組織概要
（一）　
政経学部
専
　　
任
兼
　　
担
兼
　　
任
計
備
　　　　　
考
学
　　　　　
長
（一）
（一）（
　
）従来通り、重複記入
教
　　　　　
員
　　
教
　　　　　
授
三二
四九
三一
一一二
上表中には、体育学部設置認可当時の一般教育科目、外国語、保健体育関係の教員を共通 次の如く含んでいる。
　　
助
　　
教
　　
授
九
八
―
一七
　　
講
　　　
師
一一
六
二三
四〇
　　
助
　　　
手
六
―
―
六
事
　　
務
　　
員
　　
図
　
書
　
舘
　
長
（一）
（一）
専任
兼担
兼任
計
教
　　
授
五
二
二
九
助
  教
  授
二
二
講
　　
師
一
三
四
計
八
二
二
一五
　　
事
　
務
　
局
　
長
（一）
（一）
　　
学
　
生
　
部
　
長
（一）
（一）
　　
書
　　　 　
記
（一〇）
（一〇）
　　
司
　　　 　
書
一（二）
一（二）
医
　　　　　
師
（一）
（一）
　　
看
　　
護
　　
婦
（一）
（一）
そ
　　
の
　　
他
一
一
合
　　　　　
計
七七
六三
五四
一九四
国士舘史研究年報 2016　楓厡
48
　
（二）　
国士舘大学設置認可当時と同大学政経学部増設後の比較
国士舘大学（体育学部）設置認可当時
同大学政経学部増設後
専任
専担
兼任
計
備
　
考
専任
専担
兼任
計
備
　
考
学
　　
長
一
一
学
　　
長
一
一
教
　　
員
教
　　
員
　
教
　　
授
一六
五
一
二二
　
教
　　
授
四四
四七
二八
一一九
　
助
  教
  授
四
一
五
　
助
  教
  授
一一
九
一九
　
講
　　
師
七
二
一〇
一九
　
講
　　
師
一七
八
三三
五八
　
助
　　
手
四
四
　
助
　　
手
一〇
一〇
事務員
事務員
　
図書舘長
一
一
　
図書舘長
一
一
　
事務局長
一
一
　
事務局長
一
一
　
学生部長
一
一
　
学生部長
一
一
　
書
　　
記
一〇
一〇
　
書
　　
記
一二
一二
　
司
　　
書
二
二
　
司
　　
書
三
三
医
　　
師
一
一
医
　　
師
一
一
　
看
  護
  婦
一
一
　
看
  護
  婦
一
一
そ
  の
  他
そ
  の
  他
一
一
合
　　
計
四八
九
一一
六八
合
　　
計
一〇三
六一
六一
二二九
十一、学部及学科別学生入学定員・総定員
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学
　　　　
部
学
　　　
科
入学定員
総
　
定
　
員
政
　
経
　
学
　
部
政
　
治
　
学
　
科
一〇〇名
四〇〇名
同
経
　
済
　
学
　
科
一〇〇名
四〇〇名
合
　　　 　
計
二〇〇名
八〇〇名
国士舘大学（体育学部）設置認可当時
同大学政経学部増設後
学
　　
部
学
　　
科
入学定員
総
  定
  員
学
　　
部
学
　　
科
入学定員
総
  定
  員
体育学部
体育学科
一〇〇名
四〇〇名
体育学部
体育学科
一〇〇名
四〇〇名
政経学部
政治学科
一〇〇名
四〇〇名
政経学部
経済学科
一〇〇名
四〇〇名
合
　　　　
計
一〇〇名
四〇〇名
合
　　　　
計
三〇〇名
一、 二〇〇名
十二、設
　
置
　
者
学校法人国士舘理事長
　
柴田德次郎
十三、維持経営の方法概要
授業料・入学金・入学検定料・施設費・諸証明手数料、体育舘、プール、運動場の使用料、維持員会寄附金、資産より生ずる果実等を以て維持経営する。
十四、大学政経学部開設の時期
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昭和三十六年四月
十五、開設年次
第一年次、第二年次
十六、併設学校・附属研究所等の概要
（一）　
併設学校国士舘大 体育学部国士舘短期 学国文科同
　　　　　　
経済科（第二部）
国士舘高等学校普通科同
　　　　　　
商業科（定時制）
国士舘中学校
（二）　
附属研究所　
ナ
　
シ
「 （内表紙）
二、学
　　　　
則」
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第二
　
学
　　　
則
国士舘大学学則
第一章
　
総
　　
則
第一節
　
目的及使命
第一条
　
国士舘大学（以下本大学という）は、教育基本法及び学校教育法の精神に基き、広く一般の基礎教
育に関する学術に更に専門の政治・経済並に体育に関する科学の理論と実際とを教授研究し、それ等の知識技能を修得させることを目的とし、世界文化の進展 寄与貢献すると共に、実業界・教育界・並に体育界における社会人を育成することを使命とする。
第二節
　
学部学科の組織
第二条
　
本大学に政経学部及び体育学部を置く。
政経学部は政治学科及び経済学科を以て組織し、体育学部は体育学科を以て組織する。本大学政経学部及び体育学部に教職課程を置く。
第三節
　
学生定員
第三条
　
本大学政経学部及び体育 部に入 させる定員は左の通りとする。
政経学部
　　
政治学科
　　
一〇〇名
国士舘史研究年報 2016　楓厡
52
同
　　　　　
経済学科
　　
一〇〇名
体育学部
　　
体育学科
　　
一〇〇名
第四条
　
本大学政経学部及び体育学部の学生総定員は左の通りとする。
政経学部
　　
政治学科
　　
四〇〇名
同
　　　　　
経済学科
　　
四〇〇名
体育学部
　　
体育学科
　　
四〇〇名
第二章
　
通
　　
則
第一節
　
学年・学期及休業日
第五条
　
本大学の学年は四月一日に始まり、翌年三月三十一日に終る。
第六条
　
学年を分けて左の二学期とする。
前期
　　
自四月一日
　　
至十月十五日
後期
　　
自十月十六日
　
至三月三十一日
第七条
　
本大学の休業日は左の通りとする。
国民の祝日日曜日
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国士舘創立記念日（十一月四日）春期休業
　　
自三月二十一日
　　
至四月五日
夏期休業
　　
自七月二十一日
　　
至九月十日
冬期休業
　　
自十二月二十五日
　
至翌年一
春期、夏期及冬期休業の期間に就いて学長が必要と認めたときは変更することがある。臨時休業は、その都度学長が決定する。
第二節
　
入学・休学・退学及転学
第八条
　
入学は学年の始めにおいてする。
第九条
　
本大学 部に入学することのでき 者は、左の各号の一に該当するものでなければならない。
1．高等学校を卒業した者2．通常の課程による十二年以上の学校教育を修了した者3．通常の課程以外の課程により前項に相当する学校教育を修了した者4．外国に於て学校教育に於ける十二年の課程を修了した者5．文部大臣の指定した者6．其の他本 学に於て高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者
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第十条
　
前条の資格を以って入学を志願する者には、本大学所定の入学試験を課し、これに合格した者に入
学を許可する。
第十一条
　
入学志願者は、本大学所定の左の書類に定められた入学検定料を添え、指定期日までに提出を要
する。
1．入学願書2．履歴書3．出身学校の調査書又は卒業（終了）証明書及成績証明書4．写真（半身像、手札型最近のもの）5．身体検査書6．右の外、推薦による入学志願者に限り、出身学校長推薦 、人物考査 を要す。
第十二条
　
他の大学から本大学々部に転入を希望する者は、その大学の承認のある場合に限り、教授会の詮
衡を経て入学を許可することがある。
他の大学を退学した者、短期大学を卒業した者で、本大学に編入学を希望するものについては、本大学
教授会の詮衡を経て入学を許可することがある。
第十三条
　
前条により本大学に転入学又は編入学を希望する者は、第十一条所定の提出書類入学検定料に加
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えて、在学した大学の修得単位証明書及成績証明書を添付しなければならない。
第十四条
　
入学を許可された者は、指定期日迄に本大学所定の宣誓書、保証人連署の在学証明書、戸籍抄本
其他必要書類を提出し且つ入学金及授業料を納付しなければならない。指定期日までにこの手続きを完了しないときは入学許可を取消すことがある。
第十五条
　
保証人は父兄又は父兄に代って本人を保証することが出来る者に限る。
第十六条
　
保証人が遠隔の地に居住している場合は、別に副保証人を設けなければならない。
副保証人は、東京都内又はその近傍の地に居住し、独立の生計を営む成年者とし、且つ本校において適
当と認めた者に限る。
第十七条
　
保証人及副保証人は、その保証する学生の在学中の事項に就き、その責任を負うものとする。
第十八条
　
学生及保証人又は副 は、そ 身分住所職業等に異動が生じた時は、直ちに届出なければな
らない。
第十九条
　
保証人又は副保証人に変更の必要が生じた時は、直ちに願出て許可を受けなければならない。
第二十条
　
学生が病気 已むを得ない事故のため欠席する時は、理由 具し本人より届出なければならな
い。
欠席七日以上に亘るときは、理由を具し保証人連署で届出を要する。又病気 ため七日以上欠席すると
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きは医師の診断書を添付しなければならない。
第二十一条
　
学生が病気又は事故のため三ケ月以上に亘り通学出来ない場合は、許可を得て休学することが
出来る。休学しようとする者はその理由を具し保証人連署の休学願を学長に提出しなければならない。病気による休学の場合は医師の診断書を添付しなければならない。 期間中でもその事故が止み、休学取消を願出た時は復学を許可することがある。
休学期間を経過し休学の事由が消滅したときは、休学者は直ちに復学願を提出し、学長の指示を受けな
ければならない。
休学期間は在学期間を算入することなく、授業料その他の納付金の徴収は行わない。
第二十二条
　
学生の病気其他已むを得ない事由で退学しようとするときは、その理由を具し保証人連署の退
学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。
前項によって退学した者が再入学を願出た時は、選考の上許可することがある。
第二十三条
　
学生は左記各号の一に該当するときは教授会の協議の上除籍される。
（一）　
学部に八年在学しても尚卒業が出来ない者
（二）　
操行が不良で改善の見込のない者
（三）　
学力劣等で将来成業の見込のない者
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（四）　
無届で三ケ月以上連続欠席した者
（五）　
授業料その他規定された納付金を納付しない者
第三節
　
入学検定料、入学金及授業料
第二十四条
　
本大学に入学を志願する者は所定の入学検定料を納付しなければならない。
第二十五条
　
本大学に入学を許可された者は所定の入学金、授業料、施設費、教材費、実験実習費等を納付
しなければならない。
第二十六条
　
本大学の授業料その他は、毎学年始めに納入するものとする。
第二十七条
　
本大学の入学検定 ・入 金・授業料は左の通りとする。
入学検定料
　　　
参千円
入
　
学
　
金
　　
壱万円
授
　
業
　
料
　　
年額参 六千円
第二十八条
　
学生は、在学中に授業料そ 他納付金に変更があった場合には、新たに められた金額
しなければならない。
第二十九条
　
既に納入した入学検定料・入学金・授業そ 他の納付金は、如何なる理由があってもこれを返
還しない。
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第四節
　
教職員組織
第三十条
　
本大学に学長、図書舘長、学部長、事務局長、学生部長、書記、司書、医員及び看護婦を置く。
第三十一条
　
本大学に教授、助教授、専任講師、助手及び専任講師を置く。
第三十二条
　
本大学の教職員の職制及事務処理についてはこれを別に定める。
第五節
　
教
　
授
　
会
第三十三条
　
本大学に教授会を置き、学長及び専任の教授を以てこれを組織する。但し必要と認められる場
合は助教授、専任講師を加えることができる。
第三十四条
　
本大学教授会は学長の教育に関する諮問機関とし、学長がこれを召集し、その議長となる。
第三十五条
　
本大学教授会は、学長又は 授会の提案する左の事項を審議する。
一、学則の制定・改廃に関すること一、学科課程及授業に関すること一、学生の入学・退学・休学・転学・除籍及び賞罰に関すること一、学生の試験及卒業論文に関すること一、学生の卒業に関すること一、学生の厚生・補導に関すること
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一、人事に関すること一、其の他研究及教育に関すること
第六節
　
附属図書舘
第三十六条
　
本大学に附属図書舘を設ける。
第三十七条
　
本図書舘は国士舘大学・国士舘短期大学及国士舘高等学校の教職員及学生生徒の研究並に教育
に必要な図書を収集保管し閲覧させることを目的とする。
第三十八条
　
本図書舘の閲覧時間は別にこれを定める。但し、祝日・本大学記念日・日曜は休舘とする。尚
必要に応じ適宜休舘することがある。
第三十九条
　
定められた規則に違反し、又係員の指示に従わない者は入舘を拒絶することがある。
第四十条
　
図書閲覧其他に関する細目は別にこれを定める。
第七節
　
保健施設
第四十一条
　
本大学は教職員・学生の めに、医務室を設置し、一般養護に関す 任務の外、健康増進に関
する指導を行う。
第四十二条
　
医務室には左の職員を置く。
医師、保健婦
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第四十三条
　
医務室に関する細則は別にこれを定める。
第三章
　
学
　　
部
第一節
　
在学年限・学科課程
第四十四条
　
本大学政経学部政治学科及び経済学科並 体育学部体育学科の在学年限は四ケ年以上とする。
第四十五条
　
本大学政経学部政治学科及び経済学科並に体育学部体育学科に於いて開設する学科目は、一般
教育科目、外国語科目、保健体育科目、専門科目及び教職に関する専門科目とし、夫々の授業科目と各々の必修単位数 選択単位数 開設単位数及び開設年次は別表第一、第二及び第三による。
別表の外必要に応じて特別講義又は演習を開設することがある。
第四十六条
　
本大学政経学部並に体育 部に置く教職課程に於いて開設する教職に関する専門科目の授業科
目と各々の必修単位数、選択単位数、開設単位数及び開設年次は別表第四による。
第二節
　
履修方法
第四十七条
　
学生は、一般教育科目・外国語科目・保健体育科目・専門 目の各学科目を履修しなければな
らない。但し教育職員免許状取得希望者は前項の外 教職に関する専門科目を履修しなければならない。
第四十八条
　
一般教育科目は別表第一の人文関係、社会科学関係、自然科学関係の三系列について、夫々三
科目以上十二単位以上合計九科目以上三十六単位以上を修得し、外国語科目に於ては英語を八単位以上、
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独逸語を四単位以上合計十二単位以上を修得し、又保健体育科目に於いて講義及実技各二単位合計四単位を修得しなければならない。
第四十九条
　
専門科目に於いては必修科目を含め七十二単位以上を修得しなければならない。
学生は第四年次（又は最終年度）に卒業論文を提出しなければならない。卒業論文の単位は専門科目の
単位に加算する。
第五十条
　
本大学に於ける卒業の要件としては、学生は四ケ年以上在学し、一般教育科目三十六単位以上、
外国語十二単位以上、保健体育四単位、専門科目七十二単位以上、合計百二十四単位以上を修得しなければならない。
第五十一条
　
授業科目の単位算出の基準は左のとおりである。
一、講義は一時間の講義に対して教育外における二時間の準備のための学修を必要とすることを考慮し、
毎週一時間十五週の講義を以て一単位とする。
一、外国語（商業英語、外国書講読を含む）及び演習は教育内二時間の授業に対し教育外一時間の準備の
ための学修を必要とするものとし、毎週二時間十五週の授業を以て一単位とする。
一、実験・実習・体育実技は学習がすべて実験室、実験場で行われ ものとし、毎週三時間十五週の授業
を以て一単位とする
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第五十二条
　
学生にして教育職員免許状取得を希望する者は教育職員免許法に規定する単位を本学で開設す
る各学科目にわたって取得しなければならない。
第三節
　
試験及称号
第五十三条
　
必修科目及選択科目各授業科目の単位修了の認定は試験による。
第五十四条
　
試験は各授業科目の試験と 、年度或は各学期 終りに施行する。必要に応じて中間試験を行
うことがある。
第五十五条
　
学生は当該年度に開設する学科目（授業科目） 内、必修科目の外選択科目より必要単位を選
択し、開講後二週間以内に履修科目の申告を行わなければならない。学生は申告し所定の授業時数の三分の二以上出席した科目に限り試験を受けることができる。休学中の者は試験を受ける資格はない。
第五十六条
　
試験は筆答・口述・レポート・論文等による。実施に当ってはこれらの方法を併用することが
ある。
第五十七条
　
実験、実習等の単位修了の認定は平常の成績で定めることがある。
第五十八条
　
各学科目（授業科目）の成績は一期（十五週）で終了 科目については其の期の成績をと
り、年間を通じて授業する科目については前期成績と後期成績との平均点をとることを原則とする。
各科目の成績は試験成績に出席率を加味し判定することがある。
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第五十九条
　
各学科目（授業科目）成績について合格、不合格をきめる。成績評語は優・良・可・不可と
し、優は一〇〇点―八〇点、良は七九点―七〇点、可は六九点―六〇点、不可は五九点未満とし、六〇点以上を合格、五九点以下を不合格とする。
第六十条
　
正当な理由がなくて試験を受けなかった該科目の評点は零点とする。
第六十一条
　
各学科目（授業科目）の試験に合格した者には当該科目所定の単位を与える。
第六十二条
　
単位取得が出来なかった当該 の受験には、改めて其の科目を所定の時数聴講し又は実習し
なければその資格は与えられない。
第六十三条
　
本大学学部に四年以上在学し、所定の授業科目を履修し、定められた単位数を取得した者は学
士試験に合格したものとみなし卒業証書を与える。
第六十四条
　
本大学政経学部政治学科を卒業したものは政治学士、同経済学 を卒業したも は経済学学
士、体育学部を卒業したものは体育学士と称することができる。
第四節
　
聴
　
講
　
生
第六十五条
　
本大学に開設された 科目（授業科目）中、一科目又は数科目 聴講を願出るものがあるとき
は、その学力を詮衡し聴講生として入学を許可することがある。
第六十六条
　
聴講生の入学資格は、左の各号の一に該当するものでなければならない。
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一、高等学校を卒業した者一、其他教授会で前号と同等以上の学力があると認められた者
第六十七条
　
聴講生でその履修学科目の聴講修了者には聴講証明書を与える。聴講生に対しては試験を行わ
ないことを原則とする。但し本人の請求があれば試験を行い、それに合格した者にはその科目に関する修了証書を授与し、単位の取得を認定すること できる。
第六十八条
　
大学学部を卒業して聴講生となったものが、大学学部在学中と通算して所定の単位を取得した
場合、教員免許状授与を申請する資格を得ることができる。
第六十九条
　
聴講生に関して前条に規定した以外の事項は、本大学学部一般の規定を準用する。
第五節
　
外国人学生
第七十条
　
外国人が本国の許可を得て、本大学に入学を志望するものがあるときは、教授会で詮衡した上、
入学を許可する。
第七十一条
　
外国人学生に関し、前条に規定 た以外の事項は本大学学部一般の規定を適用する。
第六節
　
委託学生
第七十二条
　
他の大学、研究機関その他から、特に本 開設学科目の履修を目的として指導を委託された
者があるときは、教授会の詮衡を経て委託学生として入学 許可するこ ができる。
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第七十三条
　
委託学生に関して特に規定あるものの外は、本大学学部一般の規定を適用する。
第七節
　
公開講座
第七十四条
　
本大学学部は、在学生のための授業科目以外に、必要に応じ特別の講座を設け、これを一般大
衆の教養のために公開することがある。
第七十五条
　
公開講座に関する細目はこれを別に定める。
第七十六条
　
削除
第八節
　
賞
　　
罰
第七十七条
　
本大学学部の学生で、学術優秀、操行善良の者は、教授会の推薦により特待生の待遇を与えら
れることがある。特待生となった者は次学年の授業料が免除される。
第七十八条
　
本大学学部を卒業した者で、学力優秀、操行善良で将来有望の者には、教授会の詮衡を経て学
費を給与し、その研究を継続させ又は留学させることがある。
第七十九条
　
特待生で学業又は研究を怠り、若くは不都合な行為があった者は直ち その待遇及特権が停止
される。
第八十条
　
本大学学生で学則に違反し校内の風紀をみだし、校具を汚損し又は学生の本分に反する行為の
あった者はその軽重に従い懲戒を行う。
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懲戒は謹慎、停学、放校の三種とする。
第九節
　
寄
　
宿
　
舎
第八十一条
　
本大学に寄宿舎を置く。
寄宿舎に関する規定 これを別に定める。
附
　　
則
第八十二条
　
本学則は昭和三十三年四月一日から施行する。
附
　　
則
第八十三条
　
本学則は昭和三十六年四月一日から施行する。
〔別表第一～第四
　
略〕
「 （内表紙）
三、校
　　
地」
第三
　
校地（図面添付）
種
　　
別
専用（坪）
共用（坪）
所
　　　
在
　　　
地
備
　　　
考
校舎敷地
一、 〇〇〇
東京都世田谷区世田谷一丁目一〇〇六
国士舘大学政経学部
三、 〇〇〇
東京都町田市広袴町八四〇
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校舎敷地
五、 〇八八、 三五
東京都世田谷区世田谷一丁目一〇〇六
国士舘大学体育学部　
〃
　
短期大学
　
〃
　
高等学校
　
〃
　
中
  学
  校
　
共用
運動場
五、 一四四
東京都町田市広袴町八四〇
国士舘大学政経学部
運動場
五、 二〇一、 〇〇
東京都世田谷区若林町二九三
国士舘大学体育学部　
〃
　
短期大学
　
〃
　
高等学校
　
〃
　
中
  学
  校
　
共用
運動場
　
八、 〇八一
東京都町田市広袴町八四〇
右
　　　　　
同
合
　　
計
九、 一四四
一八、 三七〇、 三五
「 （内表紙）
四、校舎等建物」
第四
　
校舎等建物（図面添付）
一、第一表
種
　　
別
専
　　
用
共
　　
用
計
建
　
物
　
様
　
式
室
　
数
備
　　
考
六号舘
一、 四〇四、
八
（坪延）
〇
一、 四〇四、 八〇
鉄筋コンクリート五階建
四五
竣工予定年月日昭三六、 三、 二〇
計
一、 四〇四、 八〇
一、 四〇四、 八〇
四五
五号舘
一、 三〇二、 五〇
一、 三〇二、 五〇
鉄筋コンクリート四階建
三六
国士舘大学体育学部専用
体育舘
三五九、 六三
三五九、 六三
鉄筋コンクリート平家建一部二階建
八
国士舘大学体育部と共用
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武道場
二三五、 二五
二三五、 二五
木造瓦葺平家建
六
右
　　　
同
運動具庫
一二、 五〇
一二、 五〇
木造スレート葺平家建
二
学生控室
一一、 〇〇
一一、 〇〇
右
　　　
同
一
厩舎
二〇、 二〇
二〇、 二〇
木造トタン葺平家建
一
計
一、 九四一、 〇八
一、 九四一、 〇八
種
　　
別
専
　　
用
共
　　
用
計
建
　
物
　
様
　
式
室
　
数
備
　　
考
四号舘
九〇、 〇七
九〇、 〇七
木造アルミ葺平家建
三
国士舘短期大学と共用
三号舘
四五六、 八〇
四五六、 八〇
木造スレート葺二階建
二七
国士舘短期大学と共用
学生便所
四五〇
四五〇
木造スレート葺平家建
一
同
　　　
右
計
五五一、 三七
五五一、 三七
種
　　
別
専
　　
用
共
　　
用
計
建
　
物
　
様
　
式
室
　
数
備
　　
考
一号舘
一四一、 二九
一四一、 二九
木造スレート葺平家建
六
国士舘高等学校と中学校
寄宿舎
一二〇、 五
一二〇、 五
木造一部トタン葺二階建
一六
舘長公舎
四九、 三二
四九、 三二
木造瓦葺平家建
九
学生集会場
四一、 二一
四一、 二一
木造一部トタン葺平家建
三
車庫
三七、 〇〇
三七、 〇〇
木造トタン葺平家建
一
二号舘
二一三、 四五
二一三、 四五
木造アルミ二階建
九
国士舘高等学校と中学校
高校事務室
三八、 二四
三八、 二四
木造瓦葺二階建
五
右
　　　
同
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教員宿舎
四三、 五〇
四三、 五〇
木造一部アルミ葺二階建
四
右
　　　
同
職員宿舎
二一、 二五
二一、 二五
木造トタン葺二階建
三
右
　　　
同
計
七〇五、 四一
七〇五、 四一
寄衛室
二、 七五
二、 七五
木造瓦葺平家建
一
右
　　　
同
計
二、 七五
二、 七五
専用計
一、 四〇四、 八〇
政経学部専用
共用計
三、 二〇〇、 六一
　　　　　
と
体育学部短期大高等学校
　
共用
合
　　
計
四、 六〇五、 四一
二、第二表建物種別
専用共用の別
室
　　　
名
坪
　　　　
数
用
　　　　　
途
収
　
容
人
　
員
室数
備
　　　
考
六号舘
専用
一、 四〇四・八〇
政経学部用
第三事務室
一三・〇〇
政経学部事務用
五
一
教員控室
一三・八〇
非常勤講師用
一〇
一
第一教室
二七・三四
講
　
義
　
用
五〇
一
第一実習室
二〇・五〇
学生実習用
三〇
一
第二実習室
二〇・五〇
右
　　
同
三〇
一
第一演習室
二七・三五
学生演習用
五〇
一
第二演習室
二七・三五
右
　　
同
五〇
一
学生控室
四七・九〇
学生控用
一〇〇
一
ポンプ室
三・〇〇
一
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一階便所
八・一八
一
一階洗面所
二・七三
一
一階玄関ホー ル
二〇・五四
一
一階廊下
四六・五四
一
一階階段
一・八一
一
第一研究室
一三・八〇
専任教員用
一
一
第二研究室
一三・八〇
同
　　　
右
一
一
合
　　
同
研究図書及助手用
第三研究室
九・一〇
同
　　　
右
一
一
第四研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第五研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第六研究室
九・一〇
同
　　　
右
一
一
合
　　
同
第七研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
研究図書及助手用
第八研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第九研究室
一三・八〇
同
　　　
右
二
一
第十研究室
一三・八〇
同
　　　
右
二
一
第十一 室
一三・八〇
同
　　　
右
二
一
第十二研究室
一三・八〇
同
　　　
右
二
一
第十三研究室
九・一〇
同
　　　
右
一
一
第十四研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第十五研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第十六研究室
九・一〇
同
　　　
右
一
一
第十七研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第十八研究室
一二・五五
同
　　　
右
一
一
第十九研究室
五・四三
同
　　　
右
一
一
二階便所
八・一八
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二階洗面所
二・七三
二階廊下
四〇・七〇
二階階段
四・八四
第二教室
二七・三四
講
　
義
　
用
五〇
一
第三教室
三四・二〇
同
　　　
右
一
第四教室
三四・二〇
同
　　　
右
六〇
一
第五教室
二七・三四
同
　　　
右
五〇
一
第六教室
二七・三四
同
　　　
右
五〇
一
第七教室
三四・二〇
同
　　　
右
六〇
一
第八教室
三四・二〇
同
　　　
右
六〇
一
第二十室
三四・二〇
専任教員用
一
三階便所
八・一八
三階洗面所
二・七三
三階廊下
四一・一一
三階階段
四・八四
第九教室
二七・三五
講
　
義
　
用
五〇
一
第十教室
四七・九〇
右
　　　
同
八〇
一
第十一室
四七・九〇
右
　　　
同
八〇
一
第十二教室
九五・七〇
学生合同講義用
一
第二 一研究
五・四三
専任教員用
一
四階便所
八・一八
四階洗面所
二・七三
四階廊下
四一・一一
四階階段
四・八四
一〇〇
第十三教室
六一・五三
一〇〇
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第十四教室
六一・五三
学生講義用
一〇〇
第十五教室
六一・五三
右
　　　
同
八〇
第十六教室
四七・八五
右
　　　
同
八〇
一
タンク室
五・〇〇
五階廊下
三八・二
五階階段
四・八四
計
一、 四〇四・八〇
五号舘
共用
三六
国士舘大学体育学部と共用
学長室
二四・五
学長公室兼会議室
二〇
一
第一事務室
三一・五
事
　
務
　
用
一五
一
講師室
三一・五
非常勤講師控兼研究室
二〇
一
第二事務室
一一・五
事
　
務
　
用
一〇
一
第一研究室
二〇・〇
専任教員 用
二
一
第二研究室
一五・〇
仝
　　　
同
二
一
第三研究室
一六・五
仝
　　　
同
二
一
第四研究室
一二・〇
仝
　　　
同
二
一
第五研究室
一二・五
仝
　　　
同
二
一
第六研究室
一二・〇
仝
　　　
同
二
一
第七研究室
一二・五
仝
　　　
同
二
一
ポンプ 室
一四・五
宿直室
五・〇
湯沸室
五・〇
一階便所
七・〇
一階洗面所
三・〇
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一階段及ホー ル
二一・五
一階ホール
三一・五
一階廊下
三六・五
生理学実験室
二四・五
実
　
験
　
用
五〇
一
体育心理学実験室
三一・五
〃
六〇
一
体育測定 験室
二四・五
〃
五〇
一
生
 理
 学
物理学　
実験室
三一・五
〃
六〇
一
第一教室
三一・五
講
　
義
　
用
六〇
一
第二教室
二四・五
〃
五〇
一
第三教室
二四・五
〃
五〇
一
第四教室
三一・五
〃
六〇
一
第五教室
三一・五
六〇
一
二階便所
七・〇
二階洗面所
三・〇
二階 段ホー ル
二一・〇
二階廊下
三六・五
第六教室
二四・五
講
　
義
　
用
五〇
一
第七教室
三一・五
〃
六〇
一
第八教室
三一・五
〃
六〇
一
第九教室
二四・五
〃
五〇
一
第十教室
二四・五
〃
五〇
一
第十一室
三一・五
〃
六〇
一
第十二教室
三一・五
〃
六〇
一
第十三教室
三一・五
〃
六〇
一
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第十四教室
二四・五
〃
五〇
一
三階便所
七・〇
三階洗面所
三・〇
三階 段ホー ル
二一・五
三階廊下
三六・五
政経学部と共用開閉窓により換気採光完備、座席数一六五従前の一番二番合併教
第十五教室
三一・五
講
　
義
　
用
（図書室）
図書閲覧室
五六・〇
学生図書閲覧室
特別閲覧室
二〇・〇
教授職員用
新聞雑誌 覧室
九・〇
一般学生職員用
三〇
一
事務室
五・〇
専属事務員用
三
一
書
庫
二二・〇
一
室を図書室に改造す（昭三五一月）
第一学生控室
五六・〇
学生控室用
二〇〇
第二学生控室
五六・〇
〃
二〇〇
四階便所
七・〇
四階洗面所
三・〇
四階 段ホー ル
二一・五
四階廊下
三六・五
塔
屋
八・五
体育舘
専用
八
体育場
二五六・四三
体育実習用
四〇〇
一
第二更衣室
一一・二五
更衣及休憩用
四〇
一
管理保健室
五・六五
管理保健用
一〇
一
指導員室兼研究室
八・〇三
指導員控室用
一〇
一
用具室
八・七九
用具格納用
一
女子更衣室
八・一一
女子更衣及休憩用
二〇
一
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研究室
六・九〇
研
　
究
　
用
一〇
一
音楽教室
二六・六九
音楽研究用
三〇
一
その他
二七・七八
武道場
専用
剣道場
剣道用
一〇〇
一
柔道場
柔道用
一〇〇
一
格技研究室
研究用
二〇
一
物
置
三二・二五
物品格納用
三
玄
関
便
所
その他
　
運動具庫
専用
運動具庫
一二・五〇
運動具格納用
二
学生控室
専用
学生控室
一一・〇〇
学生集会用
一
厩舎
専用
厩
舎
二〇・二〇
学生馬術用
七
計
一、 九四一・〇八
四号舘
共用
三
国士舘短期大学と共用
合併教室
六四・七四
合併講義用
四〇〇
一
控
室
二五・三三
二
三号舘
共用
二七
国士舘短期大学と共用
一番教室
一六・〇〇
講義用
四〇
一
二番教室
二〇・〇〇
〃
五五
一
三番教室
二〇・〇〇
〃
五五
一
四番教室
二〇・〇〇
〃
五五
一
五番教室
二〇・〇〇
〃
五五
一
六番教室
一六・〇〇
〃
四〇
一
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七番教室
二〇・〇〇
〃
五五
一
八番教室
三〇・〇〇
〃
七〇
一
特別教室
二〇・〇〇
講義実験室
五〇
一
準備室
八・〇〇
準
　
備
　
用
六
一
標本室
六・〇〇
標
　
本
　
用
六
一
暗
室
四・〇〇
暗
　
室
　
用
六
一
学長室
一二・〇〇
学長公室用
一〇
一
教員室
一二・〇〇
教員控室用
一〇
一
会議室
一二・〇〇
会
　
議
　
用
一〇
一
応接室
八・〇〇
応
　
接
　
用
六
一
事務室
一二・〇〇
事
　
務
　
用
八
一
第一研究室
一二・〇〇
研
　
究
　
用
五
一
第二研究室
一二・〇〇
〃
五
一
第三研究室
一二・〇〇
〃
五
一
第四研究室
一二・〇〇
〃
五
一
第五研究室
六・〇〇
〃
三
一
第六研究室
六・〇〇
〃
三
一
小使室
三・〇〇
小使用
二
一
宿直室
三・〇〇
宿直用
二
一
学生用室
一三・〇〇
学生用
七
二
右
同
六・八四
右
　　　
同
一
廊下その他
三四・一六
舘長公舎
共用
四九・三二
学長住宅用
九
学生集会室
共用
四一・二一
学生集会用
五
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一号舘
共用
一番教室
二五・〇〇
学生用
五〇
一
国士舘高等学校と共用
二番教室
六・〇〇
〃
五〇
一
三番教室
五・〇〇
〃
五〇
一
四番教室
六・〇〇
〃
五〇
一
教員控室
一〇・〇〇
教員用
五
一
特別教室
一六・〇〇
学生実習用
二五
一
廊下その他
一五・〇九
車庫
三七・〇〇
自動車用
一
二号舘
共用
校長室兼会議
一五・三三
校長事務用
一
九
教員室
一六・〇〇
教員控室用
一〇
一
国士舘高等学校と共用
教１
一六・〇〇
授業用
四〇
一
教室２
二〇・〇〇
〃
五五
一
教室３
二〇・〇〇
〃
五五
一
教室４
一六・〇〇
〃
四〇
一
教室５
一六・〇〇
〃
四〇
一
教室６
一六・〇〇
〃
四〇
一
教室７
六・二〇
特別教室用
一〇
一
玄関廊下その他
七一・九二
高校事務室
五
一
室
七・五〇
学生教務用
一
室
七・五〇
右
　　　
同
一
室
七・五〇
庶務会計用
一
室
七・五〇
右
　　　
同
一
室
八・二四
宿直用
国士舘史研究年報 2016　楓厡
78
教員宿舎
四
第一教員宿舎
二一・五〇
第二教員宿舎
二二・〇〇
職員宿舎
一
室
一二・二五
三
二
室
九・〇〇
計
七〇五・四一
専用計
一、 四〇四・八〇
共用計
三、 二〇〇・六一
合計
四、 六〇五・四一
「 （内表紙）
五、図書・標本・機械・器具等施設概要」
第五
　
図書標本機械器具等設備
一ノ一
　
図
　
書
種
　　
別
専
　　
用
共
　　
用
計
内
　　　　
訳
備
　　　　
考
内国書
外国書
一般教育図書
体育学部短期大 　
と共用
以下同じ
人文関係
五〇〇
三〇九〇
三五九〇
二三四九
一二四一
社会科学関係
三五〇
三一二一
三四八一
一九八〇
一五〇一
自然科学 係
三五〇
一八六〇
二二一〇
一五二五
六八五
計
一二〇〇
八〇八一
九二八一
五八五四
三四二七
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外国語
英語
五〇〇
一八二五
二三二五
一二七五
一〇五〇
独語
三五〇
一一五五
一五〇五
八七三
六三二
その他
一〇〇
一九五
二九五
九五
二〇〇
計
九五〇
三一七五
四一二九
二二四三
一八八二
保健体育
二〇〇
六一二
八一二
七〇四
一〇八
合
　　
計
二三五〇
一一八六八
一四二一八
八八〇一
五四一七
専門図書
国文科 （短大専用）一八六六九
一八六六九
一八六四九
二〇
体育学部
経済科 （短大専用）
五〇一六
五〇一六
三六四六
一三七〇
体育学科
六二二八
六二二八
五一九八
一〇三〇
政経学部
政治学科
六六七八
六六七八
三四四七
三二三
経済学科
八六八一
八六八一
四四五六
四二二五
計
一五三五九
二九九一三
四五二七二
三五三九六
九八七六
総
　　
計
一七七〇九
四一七八一
五九四九〇
四三三八五
一五二九三
　　　　
〔一ノ二学術雑誌
　
略〕
二ノ一
　
標
　
本
種
　　
別
専
　　
用
共
　　
用
計
一般教育
八〇点
四九五点
五七五点
（1）　
 国士舘大学体育学部及び短期大学と共用四九五点
（2）　
 外に国士舘高等 校専用三三五点あり
専門教育体育学部
一六〇
　
一六〇
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政経学部
二〇
　
二〇
　
計
一〇〇点
六五五点
七五五点
外（三五五点）以上総数一〇九〇点
　　　　
〔二ノ二標本目録
　
略〕
三ノ一
　
機械器具
種
　　
別
専
　　
用
共
　　
用
計
備
　　　　　　　　　　
考
一般教育
一〇〇点
三五一点
四五一点
体育学部短期大学と共用
専門教育
二三〇九
体育学部短期大高等学校
　
と共用
　　
  （内高等学校の分六二〇点）
体育学部
二二六六
政経学部
四三
計
一四三
二六一七
二七六〇
　　　　
〔三ノ二機械器具目録
　
略〕
「 （内表紙）
六、学部及び学科別 科目又は講座」
第六
　
学部及学科別学科目
学部
学科
学科目
年
　
次
　
及
　
単
　
位
　
数
備
　　　　
考
第一年次
第二年次
第三年次
第四年次
計
一般教育科目
　　
　
人文関係
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部　　　　　　　　　　学　　　　　　　　　　経　　　　　　　　　　政
　　　 科　　　　　　　　　学　　　　　　　　　治　　　　　　　　　政
（通共）
科　　　　　　　　　学　　　　　　　　　済　　　　　　　　　経
　　
哲
学
四
四
　　
倫理学
四
四
　　
国文学
四
四
　　
外国文学
四
四
　　
漢文講読
四
四
　　
歴
史
四
四
　　
地
理
四
四
　　
音
楽
二
二
　
社会科学関係
　　
　　
法
学
四
四
　　
心理学
四
四
　　
経済学
四
四
　　
政治学
四
四
　　
社会学
四
四
　　
教育学
四
四
　
自然科学関係
　　
　　
生物学
四
四
　　
数
学
四
四
　　
統計学
四
四
　　
地
学
四
四
　　　
計
三八
三二
七〇
　
外国語科目
　　
　　
英
語
四
四
二
二
一二
　　
独逸語
二
二
二
二
八
　　　
計
六
六
四
四
二〇
国士舘史研究年報 2016　楓厡
82
経　　　　　　　　　　　　　　　　　　政
　　　 科学治政
（通共）
科学済経
　
保健体育科目
　　
　　
講
義
二
二
　　
実
技
一
一
二
　　　
計
三
一
四
　
小
　　　　　
計
四七
三九
四
四
九四
治　　　　　　　　　　　　　　　　　　政
　
専門科目
　　
　　
政治学原論
四
四
　　
政治思想史
四
四
　　
行政学
四
四
　　
政治制度論
四
四
　　
国際政治学
四
四
　　
日本政治史
四
四
　　
西洋政治史
四
四
　　
憲
法
四
四
　　
国際法
四
四
　　
社会学
四
四
　　
外交史
四
四
　　
行政法
四
四
　　
民
法
四
四
　　
日本法制史
四
四
　　
日本政治思想史
四
四
　　
比較憲法
四
四
　　
司法制度
四
四
　　
刑
法
四
四
　　
刑事政策
四
四
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部　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
科　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
　　
商
法
四
四
　　
労働法
四
四
　　
社会政策
四
四
　　
国際文化政策論
四
四
　　
政治哲学
四
四
　　
国際機構論
四
四
　　
新聞学
四
四
　　
経済原論
四
四
　　
財政学
四
四
　　
経済政策
四
四
　　
経営学
四
四
　　
金融論
四
四
　　
貿易論
四
四
　　
国際経済論
四
四
　　
演
習
二
二
四
　　
外国政治書講読
二
二
四
　　
卒業論文
八
八
　　
日本史
四
四
　　
外国史
四
四
　　
地理学
四
四
　　
地誌学
四
四
　　
哲
学
四
四
　　
倫理学
四
四
　　
公衆衛生学
四
四
　　
計
八
三〇
八四
五四
一七六
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経　　　　　　　　　　　　　　　　　　政
済　　　　　　　　　　　　　　　　　　経
　
専門科目
　　
　　
経済原論
四
四
　　
経済学史
四
四
　　
経済史
四
四
　　
日本経史
四
四
　　
西洋経済史
四
四
　　
経済政策総論
四
四
　　
国際経済論
四
四
　　
財政学
四
四
　　
統計学
四
四
　　
社会策総論
四
四
　　
商業学
四
四
　　
経営総論
四
四
　　
会計学原理
四
四
　　
憲
法
四
四
　　
商
法
四
四
　　
景気変動論
四
四
　　
東亜経済論
四
四
　　
農業経済論
四
四
　　
工業経済論
四
四
　　
交通論
四
四
　　
金融論
四
四
　　
保険論
四
四
　　
銀行論
四
四
　　
貿易論
四
四
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部　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
科　　　　　　　　　　　　　　　　　　学
　　
取引所論
四
四
　　
経済時事問題
四
四
　　
市場論
四
四
　　
簿記原理
四
四
　　
経済法
四
四
　　
労働法
四
四
　　
民
法
四
四
　　
国際法
四
四
　　
政治学原論
四
四
　　
外交史
四
四
　　
国際政治論
四
四
　　
経済思想史
四
四
　　
新聞学
四
四
　　
商業英語
二
二
四
　　
演
習
二
二
四
　　
外国経済書講読
二
二
四
　　
卒業論文
八
八
　　
日本史
四
四
　　
外国史
四
四
　　
地理学
四
四
　　
地誌学
四
四
　　
倫理学
四
四
　　
公衆衛生学
四
四
　　
職業指導
四
四
　　
計
八
二八
一〇六
五八
二〇〇
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部　　　　学　　　　経　　　　政
（通共）程　　課　　職　　教
　
教職に関する専門科目
　
　　
教育原理
四
四
　　
道徳教育の研究
二
二
　　
教育心理学
四
四
　　
青年心理学
二
二
　　
教育史
二
二
　　
教育行政学
四
四
　　
社会科教法
四
四
　　
商業科教育法
四
四
　　
教育実習
三
三
　　
図書舘学
四
四
八
　　
計
四
一二
一四
七
三七
合
　
　　　　計
六七
一〇九
二〇八
一二三
五〇七
　　　　
〔七、修業年限・履修方法及び学士号
　
八、学部及び学科別学生定員
　
略〕
「 （内表紙）
九、職員組織」
〔一、職員総括表
　
二、学部及学科別教員
　
略〕
三、学長並びに学部及学科別教員予定表
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番号
職名
一般教育外国語体育専門科目の別
専任兼担兼任の別
本務の名称及び担当学科目
担当学科目
最終卒業学校学部、学科名及び
　　
卒業年月
学位称号
著書及び学術論文数
教歴
月年（定予）用採
月額基本給
国籍本籍
氏名 生年月日
備
　　
考
　
申請学校名
　
審査年月日
　
職名、学科目
教員個人調書頁数
1
学長
専任
早稲田大学専門部政治経済科大正四・六
著書
四
昭和三三四
東　京
男
柴
　
田
　
德次郎
明治二三・一二・二〇
国士舘大学昭和三二・一〇・二四
　
学長
165～168
2
教授
一般教育科目
専任
倫理学
日本大学文学部 院（倫理学）昭和二八・三
文学博士
著書
一
論文
四
一二・〇
昭和三三四
40,000
広　島
男
佐
　
藤
　
嘉
　
祐
明治三二・一〇・一五
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
倫理学
169～172
〇
3
教授
一般教育科目
専任
哲学
東京帝国大文学部哲学科大正一二・三・三
著書
四
論文
八
三五・〇
昭和三六四
40,000
千　葉
男
橘
　
高
　
倫
　
一
明治三〇・一一・一
宇都宮大学昭和二八・ ・一六教授
　
哲学
173～178
4
教授
一般教育科目
専任
心理学
米国加州大大学院心理 専攻昭和七・四
Ｂ．Ａ及Ｍ．Ａ
著書論文
学会発表
二一・〇
昭和三三四
40,000
福　岡
男
三
　
隅
　
一
　
成
明治二七・四・一
国士舘大学昭和三二・一二・四教授
　
心理学
179～186
5
教授
一般教育科目
専任
数学
東北帝国理科大学数学大正六・七・一七
理学博士
著書論文その他
四三・〇
昭和三三四
40,000
千　葉
男
柴
　
田
　　　
寛
明治一九・三・二五
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
数学
187～192
〇
6
教授
一般教育科目
専任
生物学
東京帝国大学理科大学植物学科大正六・八
理学博士
著書
六
論文
九四
四一・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
江
　
本
　
義
　
教
明治二五・一〇・二八
学習院大学昭和二五教授
　
生物学
193～198
〇
7
教授
一般教育科目
専任
国文学
早稲田大学文学部和漢文学科明治四五・七
著書
五
論文
七
四〇・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
伊
　
藤
　
康
　
安
明治二三・九・二三
早稲田大学昭和二四教授
　
日本文学
199～204
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〇
8
教授
一般教育科目
専任
地学
東京帝国大学理科大学地質学科大正一〇・五
理学博士
著書
一
論文
十三
一〇・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
赤
　
木
　　　
健
明治二八・一〇・三
お茶の水女子大学昭和三五・四・一教授
　
地学
205～208
9
助教授
一般教育科目
専任
法学
早稲田大学大学院法学研究科昭和三〇・三
法学修士
著書
ナシ
論文
一
一八・〇
昭和三三四
30,000
東　京
男
柴
　
田
　
梵
　
天
大正六・六・
国士舘大学昭和三二・一二・四助教授
　
法学
209～212
10
助教授
一般教育科目
専任
国文学
早稲田大学文学部文学科（国文学専攻）昭和一七・九・二五
著書
一
論文
二
一七・〇
昭和三三四
30,000
東　京
男
宮
　
沢
　
林
　
直
大正八・四・二七
国士舘大学昭和三二・一〇・二四助教授
　
国文学
213～216
11
講師
一般教育科目
専任
生物学
東京帝国大理科大学臨海実習会修了明治三八・八
著書
ナシ
論文
三〇
三六・〇
昭和三三四
20,000
岡　山
男
影山藤作明治八・一・二六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師
　
生物学
217～220
〇
12
教授
一般教育科目
兼担
国士舘大学教職課程教授教育行政学
法学
慶応義塾大学法学部政治学科昭和九・三・ 一
著書
六
予定一
論文
二十一
一・〇
昭和三六四
長　野
男
横田
　
重左衛門
明治四一・八・二六
愛知学院大学昭和三一・教授
　
社会科教育
法 育行政法
（647～652）
〇
13
教授
一般教育科目
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授経 原論経済政策
経済学
東京帝国大学法科大学法科明治四三・六
法学博士
著書
一五
論文
二〇
二〇・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
渡
　
部
　
銕
　
蔵
明治一八・一〇・一四
高崎経済大学昭和三二教授経済政策経済原論
（483～486）
〇
14
教授
一般教育科目
兼担
国士舘大学政経学部教授政治学原論
政治学
早稲田大学政治経済学部大学院研究科政治学政治史専攻大正八・九
著書五その他論文
五
その他
二七・〇
昭和三六四
福　井
男
内
　
田
　
繁
　
隆
明治二四・一一・二
早稲田大学昭和二七・四教授政治学原理日本政治史
（299～304）
15
教授
一般教育科目
兼担
国士舘大教職課程教授教育原理
教育学
早稲田大学学部
　
文学科
哲 専攻明治四一・七
著書
一〇
論文
四
三五・五
昭和三三四
東　京
男
小
　
沢
　
恒
　
一
明治一六・六・六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
教育学
（441～646）
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教育史
〇
16
助教授
一般教育科目
兼任
国士舘大学政経学部助教授日本史 （教）
歴史
東京文理科大学史学科昭和二五・三・一五同大学研究科修了昭和二七・三 一
著書
二
論文
三
八・〇
昭和三六四
東　京
男
藤
　
井
　
秀
　
夫
昭和二・一・二一
名古屋女学院短期大学昭和三四・九・一五助教授
　
歴史
（455～460）
〇
17
講師
一般教育科目
兼任
国士舘大学経済学部講師社会学
社会学
龍谷大学文 部社会学科
　
昭和四・三
米国パシフィック大学文学部社会学科昭和一〇・二
論文
九
八・〇
昭和三六四
東　京
男
三
　
上
　
弘
　
之
明治三九・九・二八
（353～358）
〇
18
教授
一般教育科目
兼担
関西学院大学教授
外国文学
東京帝国大学文学部ドイツ文学科昭和三・三
文学博士
著書
五
その他論文
四
その他
三七・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
芳
　
賀
　　　
檀
明治三七・六・七
関西学院大学昭和三三教授
　
ドイツ文学
221～224
〇
19
教授
一般教育科目
兼担
国士舘短期大学教授中国文学史中国文学講義
漢文講読
著書
六
三八・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
新
　
田
　　　
興
明治二四・二・二五
至徳短期大学昭和二四・一二・二四教授
　
漢文学
225～228
〇
20
教授
一般教育科目
兼任
国士舘短期大学教授日本漢文学史中国文学講義
漢文講読
早稲田大学高等師範部国語漢文科大正三・七・五
著書刊行予定
二
論文
四
一五・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
成
　
井
　
弘
　
文
明治二三・三・二八
広島女学院大学昭和二七・八教授
　
漢文学
229～232
21
教授
一般教育科目
兼任
国士舘短期大学教授哲学
哲学
東京帝国大学文学部大学院哲学科修了昭和二三・四・二四
著書
二
論文
四
一三・〇
昭和三三四
5,000
東　京
男
太
　
田
　
定
　
康
明治三三・八・三
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
哲学
233～238
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22
講師
一般教育科目
兼任
青山学院大学経済 部教授経済原論
経済学
東京帝国大学経済学部経済学科昭和五・三
著書
一五
一三・七
昭和三三四
10,000
東　京
男
日
　
下
　
藤
　
吾
明治四一・一・二六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師
　
経済学
（611～614）
23
講師
一般教育科目
兼任
東京経済大学助教授歴史
歴史
東京帝国大学文学部西洋史学科昭和一〇・三・三一
著書
二
論文
一
一八・〇
昭和三三四
5,000
東　京
男
神
　
保
　
規
　
一
明治四五・一・一〇
東京経済大学昭和二五・助教授
　
歴史
（239～242）
〇
24
講師
一般教育科目
兼任
上野学園大学教授音楽
音楽
東京音楽学校本科声楽部
　
同研究科
明治四四・三
著書
三
一七・〇
昭和三三四
5,000
新　潟
男
大和田
　
愛
　
羅
明治一九・三・二四
日本女子体育短期大学昭和三〇・四教授
　
音楽
243～246
〇
25
講師
一般教育科目
兼任
日本大学文理学部助教授人文地理
地理
日本大学法文学部文学科（地理学専攻）昭和一五・三・二五
著書
三
論文
八
四・〇
昭和三六四
5,000
山　形
男
大
　
井
　　　
武
大正四・五・七
日本大学昭和三三・七・一助教授
　
地理
247～250
〇
26
講師
一般教育科目
兼任
日本大学教授統計学
統計学
東京文理科大学数学科昭和七・三
著書
六
論文
五
二四・〇
昭和三七四
東　京
男
佐
　
藤
　
輝
　
實
明治四一・一・一〇
麻布獣医大学昭和二四・九講師
　
数学統計
（637～600）
27
教授
外国語科目
専任
英語
早稲田大学英文学科明治四二・三
著書
一二
論文
六
その他
三三・〇
昭和三三四
40,000
東　京
男
市
　
川
　
又
　
彦
明治一九・一二・ 三
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
英語
251～254
28
教授
外国語科目
専任
英語
英国ワシントン州立大学大学院社会学科大正一五・六
著書
一二
論文
三二・〇
昭和三三四
40,000
長　野
男
西
　
野
　
入
　
徳
明治二〇・一二・一二
国士舘大学昭和三二・一二・四教授
　
英語
255～260
〇
29
教授
外国語科目
専任
英語
明治 学商科専門部正科大 六・九
著書
六
二四・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
可
　
児
　　　
猛
明治二九・一〇・一〇
関東短期大学昭和三二・三・一四教授
　
英語
261～
266
〇
30
教授
外国語科目
専任
独逸語
東京帝国大学文学部ドイツ文学科明治四二・四
著書
六
論文
三五・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
成
　
田
　
秀
　
三
明治一四・二・四
267～270
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二四
〇
31
助教授
外国語科目
専任
英語
東京帝国大学法学部英法科大正九・六・三〇
著書
ナシ
論文
一
一〇・〇
昭和三六四
30,000
東　京
男
塚
　
本
　
貞
　
二
明治二八・九・一一
金沢大学昭和二五・一〇・二八助教授
　
英語
271～274
〇
32
講師
外国語科目
兼任
国士舘大学政経学部助教授倫理学 （教）
独逸語
東京帝国大 文学部倫理学科昭和八・三・三一
著書
四
論文
五
一一・〇
昭和三四四
東　京
男
阿
　
部
　
秀
　
夫
明治四三・二・一八
中央大学昭和二七・三講師
　
独逸語
（411～468）
〇
33
教授
外国語科目
兼任
国士舘短期大学教授英語
英語
東京帝国大学文学英文科大正六・七
著書
二
三三・八
昭和三三四
5,000
東　京
男
榎
　
本
　　　
剛
明治二六・二・一四
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
英語
275～278
34
講師
外国語科目
兼任
日本大学教授独逸語
独逸語
東京帝国大学文学部独文科昭和一一・三
著書
七
一三・〇
昭和三三四
5,000
徳　島
男
満
　
足
　　　
卓
明治四三・九・四
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師
　
独逸語
279～282
〇
35
教授
保健体育科目
専任
講義
及
実技
東京高等師範学校体操専修科大正六・三・二六
著書
四
一一・〇
昭和三三四
40,000
東　京
男
森
　　　　　
秀
明治二五・三・二八
国士舘大学昭和三二・一二・五教授体育方法（体操）
283～286
36
教授
保健体育科目
兼担
国士舘大学体育学部教授体育管理体育方法（陸上競技）
講義
及
実技
東京高等師範学校体育科甲組昭和一〇・三・一五
著書
三
論文
五
九・〇
昭和三三四
新　潟
男
金
　
子
　
藤
　
吉
明治四四・四・二四
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
保健体育
287～290
〇
37
教授
保健体育科目
兼担
国士舘大学体育学部教授解剖及生理学
講義
慈恵会医科大学学部昭和一六・一二
医学博士
論文
五
五・〇
昭和三六四
東　京
男
佐
　
藤
　
英
　
夫
大正六・一・一
国士舘大学昭和三二・一二・五教授解剖及生理学
291～294
38
助手
保健体育科目
専任
実技
国士舘大学体育学部体育学科昭和三五・三・一五
ナシ
ナシ
昭和三六四
12,000
和　歌山
男
山
　
田
　　　
武
昭和一三・二・三
295～298
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39
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
政治学原論
　　
日本政治史
　　
演習
早稲田大学政治経済学部大 院研究科政治学、政治史大正八・九
主要著書
五
論文五外
多数
二七・〇
昭和三六四
40,000
福　井
男
内
　
田
　
繁
　
隆
明治二四・一一・二
早稲田大学昭和二七・四教授日本政治史政治学原理
299～304
〇
40
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
政治思想史
　　
演習
東京大学法律学部大正六・三
士博学法
（ツイド）
著書
六
論文
五
九・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
藤
　
沢
　
親
　
雄
明治二六・九・一八
日本大学昭和三〇・四教授
　
政治学
305～310
〇
41
教授
専門科目政治学部学
　
科
専任
憲法
東京帝国 学法科大学明治三〇・七
法学博士
著書
六
五四・〇
昭和三六四
40,000
神　奈川
男
筧
　　　
克
　
彦
明治五・一一・二八
東京帝国大学法科大学明治三六行政法
　
憲法
311～316
41
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
民法
明治大学政治経済学科昭和一七・九・二五中央大学法学部昭和二三・三 二五
著書
二五
論文
一二
一二・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
打
　
越
　
定
　
男
明治四一・八・二六
千葉敬愛短期大学昭和二六・四助教授民法
　
法学
　
刑法
311～316
〇
42
教授
専門科目政治学部学
　
科
専任
行政法
東京帝国大学法科大学英明治四二・七・一〇
三五・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
沢
　
田
　
竹治郎
明治一五・八・二
愛知大学昭和二八・四教授行政法
321～326
〇
43
教授
専門科目政治学部学
　
科
専任
国際政治学外交史外国政治書講読
　
東京帝国大学法科大学政治学科大正三・六
法学博士
著書
六
論文
八
一五・〇
昭和三六四
40,000
山　梨
男
三
　
枝
　
茂
　
智
明治二一・一〇・二三
大東文化大学昭和三〇教授国際政治学政治学
327～332
〇
44
教授
専門科目政治学部学
　
科
専任
民法
東京帝国大学法科大学政治大正一〇・四・三〇
論文
四
三六・〇
昭和三六四
40,000
三　重
男
清水谷
　
隆
　
寛
明治二三・一二・一六
香川大学昭和二四・三教授民法
　
法学
333～338
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45
助教授
専門科目政治学部学
　
科
専任
国際文化政策論
　
国際法
東京帝国大学法学部政治昭和一九・九
著書
一二
論文
七
八・〇
昭和三六四
30,000
山　口
男
櫻
　
井
　
光
　
堂
大正四・一一・二三
麗沢大学昭和三四助教授国際文化政策論国際法
339～346
〇
46
助教授
専門科目政治学部学
　
科
専任
日本法制史
　　及
演習
慶応義塾大学政治科昭和二五・九
著書
一
論文
一八
六・六
昭和三六四
30,000
神　奈川
男
利
　
光
　
三津夫
昭和二・三・一
東洋大学昭和三二・二・一二助教授日本法史学
347～352
〇
47
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
社会学
龍谷大学文学部社会学科
 
昭和四・三
米国パシフィック
大
学文学部社会学科昭和一〇・二
論文
九
八・〇
昭和三六四
20,000
東　京
男
三
　
上
　
弘
　
之
明治三九・九・二八
353～358
〇
48
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
司法制度
東京帝国大学法学部独 科大正八・七
〇
昭和三六四
20,000
新　潟
男
大
　
野
　
璋
　
五
明治一八・五・一三
359～362
〇
49
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
民法
早稲田 学大 院法学研究科修士課程昭和三一・三・二五
法学修士
論文
十一
三・〇
昭和三六四
20,000
神　奈　川
男
大
　
澤
　
正
　
男
昭和四・七・一五
山梨学院短期大学昭和三二・二・一九講師民事訴訟法
363～368
〇
50
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
外国政治書講読
早稲田大学政治経済学部政治学科昭和二二・九・二五
著書
二
論文
一
五・〇
昭和三六四
20,000
東　京
男
清
　
水
　
良
　
三
大正一四・六・九
369～372
〇
51
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
外交史
早稲田大学法学部旧制大学院修了昭和三五・三・三一
論文
八
四・〇
昭和三六四
20,000
東　京
男
大
　
畑
　
篤四郎
昭和四・二・二六
早稲田大学昭和三五・四・一講師外交史演習
373～398

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52
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
日本政治思想史
　
演習
早稲田大学大学院政治 研究科昭和三〇・三
政治学修士
翻訳
三
論文
四
ナシ
昭和三六四
20,000
東　京
男
河
　
原
　　　
宏
昭和三・七・二四
379～382
53
助手
専門科目政経学部 治学
　
科
専任
西洋政治史
　
日本大学大学院法学研究科政治 専攻昭和三三・三
政治学修士
論文
二
ナシ
昭和三六四
2,000
東　京
男
小
　
林
　
正
　
敏
昭和七・六・二〇
383～386
54
助手
専門科目政経学科 治学
　
科
専任
政治学
日本大学大学院法学研究科政治 専攻
法学修士
論文
三
ナシ
昭和三六四
12,000
静　岡
男
広
　
井
　
大
　
三
昭和九・四・二〇
387～390
55
助手
専門科目政経学科 治学
　
科
専任
政治制度論
　
早稲田大学大 院政治学研究科昭和三三・五
論文
二
ナシ
昭和三六四
12,000
埼　玉
男
奥
　
原
　
忠
　
弘
昭和三・七・二七
391～394
〇
56
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授経 原論経済政策
経済原論
東京帝国大学法科大学法科明治四三・六
法学博士
著書
一五
論文
二〇
二〇・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
渡
　
部
　
銕
　
蔵
明治一八・一〇・一四
高崎経済大学昭和三二教授経済政策経済原論
（483～486）
〇
57
教授
専門科目政経学科 治学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授財政
財政学
東京帝国大学経済学部大正一〇・四・ 〇ハーヴァード大学ジョンスポプキンス大学経済
経済学博士
著書
一一
論文
二
八・〇
昭和三六四
岡　山
男
森
　　　
武
　
夫
明治二二・一〇・一六
奈良県立短期大学昭和二八・九教授財政学国際経済論
（499～504）
〇
58
教授
専門科目
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授
経営学
日本大学商学部商学科大正十二・三ベルリン大学
商学博士
著書
五
論文
十二
二八・〇
昭和三六四
東　京
男
宇尾野
　
宗
　
尊
明治二三・三・六
日本大学昭和三三・四教授経営経済学
～520）
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政経学科 治学
　
科
経営経済学市場論昭和五・七
（515
〇
59
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授国際経済論
国際経済論
　　
貿易
米国シラキエール大学大学院大正一三・六米国ハーヴァード大学院大正一四・ 〇
Ｍ．Ａ
著書
六
論文
八
一三・〇
昭和三六四
大　阪
男
清
　
水
　　　
博
明治三四・二・一一
国士舘短期大学昭和二七・一二教授
　
世界経済商
業英語東洋大学昭和三〇・四教授
　
国際経済論
経済演習
（498～498）
〇
60
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授商法
商法
明治大学法学部大正十三・三ドイツ国エルランゲン大学法学部昭和十一・三
著書
二
五・〇
昭和三六四
千　葉
男
佐
　
野
　
重
　
雄
明治三五・二・八
明治大学昭和三〇・四講師海商
　
保険法
（529～532）
〇
61
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授労働法
労働法
東京帝国大学法学部仏法科大正六
著書
四
論文
八
二一・〇
昭和三六四
東　京
男
星
　
野
　
辰
　
雄
明治二五・四・一八
山梨学園短期大学昭和三五教授社会政策
（505～510）
〇
62
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
国士舘大学政経学部経済学科教授金融論
金融論
東京帝国大学経済学部商業学科大正八・七
著書
四
論文
六
一〇・〇
昭和三六四
東　京
男
飯
　
田
　
一
　
彦
明治二七・二・九
鹿児島商科短期大学昭和三一・五助教授金融論
（539～544）
〇
63
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
東京都立商科短期大学教授経済原論
経済政策総論
東京帝国大学経済学部経済学科
著書
三〇
論文
三
その他
昭和四
東　京
男
難波田
　
春
　
夫
明治三九・三・三一
東京都立商科短期大学昭和二九教授経済原論
（585～588）
〇
64
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
早稲田大学政経学部教授政治制度
政治制度論
　
比較憲法
早稲田大学政治経済学部政治学科大正十五・三
著書論文
二九・〇
昭和三六四
5,000
香　川
男
大
　
西
　
邦
　
敏
明治三二・一一・一
早稲田大学昭和二六・四教授憲法
　
政治制度
395～398
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65
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
早稲田大学法学部教授民法
民法
早稲田大学大学部法学科独 科大正六・七
法学博士
著書
四
多数
五〇・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
中
　
村
　
宗
　
雄
明治二七・八・九
早稲田大学昭和二四教授法学
　
民法
399～402
〇
66
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
早稲田大学法学部教授刑法
刑法刑事政策
早稲田 学法学部独 科昭和三・三
法学博士
著書
七
論文
一八外
三二
昭和三七四
5,000
東　京
男
齊
　
藤
　
金
　
作
明治三六・二・六
早稲田大昭和二四教授法学
　
民政
399～402
〇
67
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
日本大学教授新聞学
新聞学
日本大学専門部政治科（中退）大正九・九
法学博士
著書
二
論文
六
一三・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
長谷川
　　　
了
明治二九・九・一四
日本大学昭和二三・五教授新聞原論
409～412
〇
68
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
東京農業大学教授憲法
　
行政
法
　
法学
憲法
東京帝国大学農学部農学科大正一二・三同 学法学部法学科大正一二・三
法学博士
著書
二
論文
四
二二・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
諸
　
橋
　　　
襄
明治三二・一二・一〇
東京農業大学昭和三〇・四教授憲法
　
行政法
317～320
〇
69
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
中央大学法学部教授国際法
国際法
旧山口高等商業学校明治四〇・三
法学博士
著書
六
論文
教育篇
一二・〇
昭和三七四
5,000
山　口
男
田
　
村
　
幸
　
策
明治二〇・三・五
中央大学昭和二四・四教授国際法
413～416
〇
70
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
日本大学法学部教授外交史国際政治学
外交史国際政治学
　
日本大学法学部英法科大正一五・三ベルリン大学政治科昭和七・三
法学博士
著書
七
論文
一五
二八・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
百
　
々
　
巳之助
明治三一・一二・四
日本大学昭和二四教授外交史
　
国際政治
417～422
〇
71
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
日本大学法学部教授行政学政治学
行政学
日本大学法文学部法律学科英 科昭和一七・九・三〇
著書
五
論文
三六
一六・〇
昭和三八四
5,000
神　奈川
男
杉
　
山
　
逸
　
男
大正九・三・五
日本大学昭和三二・七・一教授行政学
　
政治学
423～426
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〇
72
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
駒沢大学教授社会学法学
社会学
早稲田大学法学部明治四〇・九シカゴ大学大学院一九一九・九
文
　
博
ドクターオブフィロリフィー
著書
八
その他論文
一一
その他
四〇・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
川
　
辺
　
喜三郎
明治一八・三・一五
駒沢大学昭和二四教授社会学
427～434
〇
73
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
早稲田大教授法学行政法憲法
憲法
早稲田大学政治経済学部政治学科昭和一一・三・二五
著書
六
論文
十
一七・〇
昭和三六四
5,000
岩　手
男
佐
　
藤
　
立
　
夫
明治四五・三・二三
早稲田大学昭和二四教授行政法
　
憲法
435～438
〇
74
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
日本大学教授政治学
政治哲学
京都帝国大学文学部哲学科昭和三三
文学博士
著書
五
論文
一
一六・〇
昭和三六四
5,000
山　形
男
高
　
山
　
岩
　
男
明治三八・四・一八
神奈川大学昭和二七・九教授
　
哲学
日本大学昭和三〇・四教授
　
政治学
439～442
〇
75
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
武蔵工業大学教授時事問題時事英語
国際機構論
　
慶応義塾大学経済学部昭和二・三
法学博士
著書
四
論文
五
九・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
山
　
形
　
誠
　
一
明治三二・一二・四
武蔵工業大学昭和三一・四教授時事問題
443～446
〇
76
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
早稲田大学政治経済学部助教授政治概論
西洋政治史
　
早稲田大学政治経済学部政治学科昭和二四・三
著書
ナシ
論文
三
一一・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
福
　
田
　
三
　
郎
大正一一・二・一
早稲田大学昭和三五・四助教授政治概論
　
英書講
読
447～450
〇
77
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
東京水産大学助教授法学水産行政
憲法
東京帝国大学法学部所属大学院修了昭和一二・四
論文
一
一一・〇
昭和三六四
5,000
宮　城
男
相
　
原
　
良
　
一
大正元・九・一五
東京水産大学昭和二四助教授法学
　
水産行政
水産法制
451～454
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78
助教授
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
専任
日本史
東京文理科大学史学科研究科修了昭和二七・三・三一
著書
二
論文
三
八・〇
昭和三六四
30,000
東　京
男
藤
　
井
　
秀
　
夫
昭和二・一・二一
名古屋女学院短期大学昭和三四・九・一五助教授歴史学
455～460
〇
79
助教授
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
専任
倫理学
東京帝国大学文学部倫理 科大学院昭和一一・一二
著書
四
論文
五
一二・〇
昭和三六四
30,000
東　京
男
阿
　
部
　
秀
　
夫
明治四三・二・一八
東京女学舘短期学昭和三一・四助教授倫理学
461～468
〇
80
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
専任
地誌学
立正大学文 部地理学科（旧制）昭和二七・三・三一同大学研究科昭和三〇・三 一
著書
一
論文
八
三・〇
昭和三六四
20,000
長　野
男
有
　
賀
　
昭
　
治
昭和二・一・二八
469～474
〇
81
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
兼担
国士舘大学体育学部教授個人及公衆衛生論
公衆衛生学
　
東京帝国大学医学部大正二・一二
医学博士
著書
二
論文
六
その他
四〇・〇
昭和三六四
東　京
男
小金井
　
良
　
一
明治二三・八・六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授栄養学個人及公衆衛生論
475～478
〇
82
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
兼担
国士舘短期大学教授哲学
哲学（教）
東京帝国大学文学部大学院哲学科修了昭和二三・四・二四
著書
二
論文
四
一三・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
太
　
田
　
定
　
康
明治三三・八・三
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授哲学
（233～238）
〇
83
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
兼任
東京経済大学助教授外国史
西洋史
東京帝国大学文 部西洋史学科昭和一〇・三・三一
著書
二
論文
一
一八・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
神
　
保
　
規
　
一
明治四五・一・一〇
東京経済大学昭和二五・四・一助教授歴史
479～482
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84
講師
専門科目政経学部 治学
　
科
教職関係
兼任
日本大学文理学部人 地理助教授
地理学
日本大学法文学部文学科（地理学専攻）昭和一五・三・二五
著書
三
論文
八
四・〇
昭和三六四
山　形
男
大
　
井
　　　
武
大正四・五・七
日本大学昭和三三・七・一助教授
　
人文地理
247～250
〇
85
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
経済原論経済政策
東京帝国大学法科大学法科明治四三・六
法学博士
著書
一五
論文
二〇
二〇・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
渡
　
辺
　
銕
　
蔵
明治一八・一〇・一四
高崎経済大学昭和三二教授経済政策経済原論
（483～486）
〇
86
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
経済史日本経済史
　
東京高等商業学校専攻部明治四〇・七・七
経済学博士
著書
六
論文
七
四三・〇
昭和三六四
40,000
新　潟
男
田
　
崎
　
仁
　
義
明治一三・七・二五
明治大学 営学部昭和二八・四・一教授
　
経済史
487～492
〇
87
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
外書国際経済論
　　
貿易外国経済書講演
米国シラキュース大学大学院大正一三・六米国ハーヴァード大学院大正一四・ 〇
Ｍ．Ａ
著書
六
論文
八
一三・〇
昭和三六四
40,000
大　阪
男
清
　
水
　　　
博
明治三四・二・一一
国士舘短期大学
　
昭和二七・一二教授
　
世界経済商
業英語東洋大学
　
昭和三〇・四教授
　
国際経済論
経済演習
493～498
〇
88
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
政治学
及
演習
東京帝国大学経済学部経済 科大正一〇・四・三〇ハーヴァード大学ジョンスポプキンス大学にて経済学専攻（大正一四―昭和二）
経済学博士
著書
一一
論文
二
八・〇
昭和三六四
40,000
岡　山
男
森
　　　
武
　
夫
明治二二・一〇・一六
奈良県立大学昭和二八・九教授財政学
　
国際経済
論
499～504
〇
89
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
労働法社会政策及演習
東京帝国大学法学部仏法科
　
大六
同大学院仏商法専攻大正七
著書
四
論文
八
二一・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
星
　
野
　
辰
　
雄
明治二五・四・一八
山梨学園短期大昭和三五教授
　
社会政策
505～510
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90
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
商業学
及
演習
米国ペンシルヴェニア大学大学院経済学科明治四一・七
ィフブオルトクド
　　　ーィフソロ
著書
四
論文
六
その他
四三・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
伊
　
藤
　
重治郎
明治一一・一・九
東洋大学昭和三一・四教授
　
商業学
511～514
〇
91
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
経営学総論
　
市場演習
日本大学商学部商学科
　
大正一二・三ベルリン大学経営経済学市場論
　
昭和五・七
商学博士
著書
五
論文
一二
二八・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
宇尾野
　
宗
　
尊
明治二三・三・六
日本大学昭和三三・四教授
　
商業学
515～520
〇
92
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
会計学原理
　
簿記原理原価計算論
セントルイス大学商理財学部卒業大正一〇・六・五
Ｂ．Ｃ．Ｓ
著書
七
論文
六
一七・〇
昭和三六四
40,000
山　口
男
油
　
谷
　
従
　
爾
明治二〇・一二・五
日本大学第三短期大学昭和二六・一一教授簿記会計学
521～528
〇
93
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
商法外国経済書講義
明治大学法学部大正十三・三ドイツ国エルランゲン大学法学部昭和十一・三
著書
二
五・〇
昭和三六四
40,000
千　葉
男
佐
　
野
　
重
　
雄
明治三五・二・八
明治大学昭和三〇・四講師海商
　
保険法
529～532
〇
94
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
景気変動論
　
経済時事問題
　　
外国経済書講義
慶応義塾大学理財科大正八・三
著書
六
論文
三
九・〇
昭和三六四
40,000
京　都
男
山
　
崎
　
晴
　
純
明治二七・六・七
533～538
〇
95
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
金融論銀行論
東京帝国大学経済学部商業 科大正八・七
著書
四
論文
六
一〇・〇
昭和三六四
40,000
東　京
男
飯
　
田
　
一
　
彦
明治二七・二・九
鹿児島商科短期大学昭和三一・五 〃
　
三一・九
助教授金融論
　
銀行論
539～544
〇
96
教授
専門科目
専任
交通論
満洲国立哈爾浜学院大学本科昭和十一・三
著書
三
八・〇
昭和三六四
40,000
佐　賀
男
八
　
雲
　
香
　
俊
大正五・一・一五
関東短期大学昭和二九・五助教授
　
交通論
550
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政経学部経済学
　
科
論文
六
545～
〇
97
講師助教授
政経部経済学
　
科
専任
西洋経済史
　
九州大学大学院経済学研究科博士課程昭和二四・三・三一
経済学修士
著書
ナシ
論文
八
二・〇
昭和三六四
20,000
鹿　児島
男
山
　
村
　
延
　
昭
昭和六・四・二九
中村栄養短期大学昭和三五・四・一助教授経済学
　
歴史学
551～556
〇
98
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
商法
早稲田大学大学院法学研究科昭和三三・三
法学修士
著書
一
論文
八
二・〇
昭和三六四
20,000
兵　庫
男
福
　
井
　　　
守
昭和九・二・二〇
557～560
〇
99
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
商業英語
東京商科大学本科大正十三・三
著書
四
論文
三
五・〇
昭和三六四
20,000
愛　媛
男
国
　
松
　
文
　
雄
明治三一・一二・九
東洋大学昭和三〇・四専任講師英語
　
中国経済事
情
561～568
〇
100
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
珠算史
専修大学商経学部商業学科昭和二七・三・二五
著書
二
論文
五
二・〇
昭和三六四
20,000
東　京
男
鈴
　
木
　
久
　
男
大正一三・三・二九
東京都立立川短期大学講師
　
珠算史
昭和三五・八・一
569～572
〇
101
助手
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
生
　
命
保険論
専修大学大学院経済学研究科（修士課程）昭和三二・一二
経済学修士
著書
一
論文
八
ナシ
昭和三六四
12,000
東　京
男
頓
　
所
　
忠
　
治
昭和五・六・一八
573～576
〇
102
助手
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
理
　
論
経済学
青山学院大 院経済学部経済学部（修士課程）昭和二五・三
経済学修士
論文
九
ナシ
昭和三六四
12,000
兵　庫
男
鰰イナ
　
沢ザワ
　
晃コウ
　
三ゾウ
昭和三・九・二六
577～580
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103
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部政治学科教授
政治学原論
　
早稲田大学政治経済学部大学院研究科（政治学
　
政治史）
著書
五
その他論文
五
その他
二七・〇
昭和三六四
福　井
男
内
　
田
　
繁
　
隆
明治二四・一一・二
早稲田大学昭和二七・四教授政治学原理日本政治史
（299～304）
〇
104
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科教授外交史
政治学原論
　
外交史
東京帝国大 法科大学政治学科大正三・六
法学博士
著書
六
論文
八
一五・〇
昭和三六四
山　梨
男
三
　
枝
　
茂
　
智
明治二一・一〇・ 三
大東文化大学昭和三〇教授
　
国際政治学
（327～332）
〇
105
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部政経学科教授民法
民法
東京帝国大法科大学政治大正一〇・四・三〇
論文
四
三六・〇
昭和三六四
三　重
男
清水谷
　
隆
　
寛
明治二三・一二・一六
香川大学昭和二四・三教授民法
　
法学
（333～338）
〇
106
助教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科助教授国際法
国際法
東京帝国大学 学部政治学科昭和一九・九
著書論文
八・〇
昭和三六四
山　口
男
櫻
　
井
　
光
　
堂
大正四・一一・二三
麗沢大学昭和三四助教授国際文化政策論国際法
（339～544）
〇
107
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼担
国士舘大学政経学部経済学科講師外交史
外交史
早稲田大学大学院旧制大学院修了昭和三五・三・三一
論文
八
四・〇
昭和三六四
東　京
男
八
　
畑
　
篤四郎
昭和四・二・二六
早稲田大学昭和三五・四・一講師外交史演習
（373～378）
〇
108
教授
専門科目政経学部 治学
　
科
兼任
早稲田大学法学部教授民法
民法
早稲田大学大学部法学科独 科大正六・七
法学博士
著書
四
多数
昭和三六四
東　京
男
中
　
村
　
宗
　
雄
明治二七・八・九
早稲田大学昭和二四法学
　
民法
（399～402）
〇
109
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
日本大学経済学部教授財政租税論
財政学
日本大学商学部経済学科昭和二・二
経済学博士
著書一外論文
四
その他
三三・〇
昭和三七四
5,000
千　葉
男
小
　
林
　
幾次郎
明治一三・三・二〇
日本大学昭和二四・三教授
　
財政学
581～584
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〇
110
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
東京都立商科短期大学教授経済原論
経済原論経済政策
東京帝国大学経済学部経済学科
著書
三〇
論文
三
その他
二一・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
難波田
　
春
　
夫
明治二九・三・三一
東京都立商科短期大学昭和二九教授経済原論
585～588
〇
111
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
中央大学授経済原論財政学
経済原論財政学
東京帝国大学法 大学経済学科大正四・六
経済学博士
著書
四
論文
多数
四六・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
土
　
方
　
成
　
美
昭和二三・七・一〇
中央大学昭和二六教授財政学
589～594
〇
112
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
国学院大学教授社会政策労働法
労働法社会政策
東京帝国法科大学政治科大正七・七
経済学博士
著書
多数
論文約一〇〇
二五・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
北
　
岡
　
壽
　
逸
明治二七・七・一
国学院大学昭和二四教授社会政策労働法
595～598
〇
113
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
国士舘短期大学教授取引所論
取引所論
日本大学法律学科明治三九・五
経済学博士
著書
五
論文
二
その他
九・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
小
　
山
　
正之助
明治一八・一・二八
国士舘短期大学昭和三二・一〇教授取引所論
599～602
〇
114
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
国士舘短期大学教授中国経済事情
東亜経済論
東京商科大学本科昭和二・四
著書
六
論文
一
七・〇
昭和三八四
5,000
東　京
男
鹿
　
島
　
宗二郎
明治三七・六・一三
関東短期大学昭和三二・七教授中国経済事情
603～606
〇
115
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
東洋大学経済学部教授経 原論経済学史
経済学史
東京帝国大学法学部英法科大正九・七・一〇ハイデルベルヒ大学経済学専攻昭和六・三
経済学博士
著書
七
論文
四
二〇・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
楢
　
崎
　
敏
　
雄
明治二四・一一・
東洋大学昭和二四教授経済原論
607～610
〇
116
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
青山学院大学経済 部教授経済原論
経済思想史
東京帝国大学経済学部経済学科昭和五・三
著書
一五
一三・七
昭和三六四
東　京
男
日
　
下
　
藤
　
吉
明治四一・一・二六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師経済学
611～614
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〇
117
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
日本大学商学部経済事務局長
実務計算
日本大学専門部商科大正九・三
商学博士
著書
四
論文
九
一八・〇
昭和三七四
5,000
東　京
男
山崎
　
與右エ門
明治三〇・八・一四
日本大学昭和二四・二教授実務計算
615～620
〇
118
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
早稲田大学教授法学行政憲法
憲法
早稲田大学政治経済学部政治学科昭和一一・三・二五
著書
六
論文
数十
一七・〇
昭和三七四
岩　手
男
佐
　
藤
　
立
　
夫
昭和四五・三・二三
早稲田大学昭和二四教授行政法
　
憲法
（435～438）
〇
119
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
国士舘短期大学専任講師保険論
保険論
早稲田大学大学院商学研究科博士課程修了昭和三三・三
商学博士
論文
十三
二・三
昭和三六四
5,000
東　京
男
森
　
田
　
健
　
三
大正一四・一一・二四
国士舘短期大学昭和三五・七・二八講師生命保険論
629～632
〇
120
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
国士舘短期大学専任講師農業経済
農業経済論
立教大学商学部経済学科昭和八・三
著書
三
論文
三
八・〇
昭和三六四
5,000
埼　玉
男
諸
　
井
　
忠
　
一
明治四二・七・八
高崎市立短期大学昭和二八・四・六講師農業経済
629～632
〇
121
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
日本大学短大部商経科教授産業構造論
工業経済論
東京大学経済学部商業学科昭和六・三
著書
四
論文
一
六・〇
昭和三六四
5,000
栃　木
男
土
　
屋
　
宗太郎
明治四一・一〇・二三
日本大学昭和三二・四教授産業構造論
633～636
〇
122
助教授
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
専任
倫理学
東京帝国大学文学部倫理 科大学院昭和一一・一二
著書
四
論文
五
一二・〇
昭和三六四
東　京
男
阿
　
部
　
秀
　
夫
明治四三・二・一八
東京女学館短期大学昭和三一・四助教授倫理学
（461～468）
〇
123
助教授
専門科目政経学部経済学
　
科
専任
日本史
東京文理科大学史学科研究 修了昭和二七・三・三一
著書
二
論文
三
八・〇
昭和三六四
東　京
男
藤
　
井
　
秀
　
夫
昭和二・一・二一
名古屋女 院短期大学昭和三一・四助教授倫理学
（455～460）
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教職関係
〇
124
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
兼任
国士舘大学（一般教育科目）教授哲学
哲学
東京帝国大学文学部哲学科大正一二・三・三一
著書
四
論文
八
三五・〇
昭和三六四
千　葉
男
橘
　
高
　
倫
　
一
明治三〇・一一・一
宇都宮大学昭和二八・四・一六教授哲学
（173～178）
〇
125
教授
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
兼担
国士舘大体育学部教授個人及公衆衛生論
公衆衛生学
東京帝国大学医学部大正二・一二
医学博士
著書
二
論文
六
その他
四〇・〇
昭和三六四
東　京
男
小金井
　
良
　
一
明治二三・八・六
国士舘大昭和三二・一〇・二四教授栄養学個人及公衆衛生論
（475～478）
〇
126
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
兼担
国士舘大学政経学部教職課程助 授教育心理学青年心理学
職業指導
日本大学 学院文学研究科博士課程（心理学専攻）昭和三二・三・三一
文学修士
著書
二
論文
七
七・六
昭和三六四
新　潟
男
高
　
島
　
正
　
士
大正一四・八・二三
国士舘大学昭和三五・四・一助教授教育心理学青年心理学
（653～658）
〇
127
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
兼任
日本大学教授統計学
統計学
東京文理科大学数学科昭和七・三
著書
六
論文
五
二四・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
佐
　
藤
　
輝
　
実
明治四一・一・一〇
麻布獣医昭和二四・九講師数学
　
統計
637～640
〇
128
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
兼任
東京経済大学助教授外国史
西洋史
東京帝国大学文学部西洋史学科昭和一〇・三・三一
著書
二
論文
一
一八・〇
昭和三六四
東　京
男
神
　
保
　
規
　
一
明治四五・一・一〇
東京経済大学昭和二五・四・一助教授歴史
（479～482）
〇
129
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
兼任
日本大学文理学部助教授人文地理
地理学
日本大学法文学部文学部（地理学専攻）昭和一五・三・二五
著書
三
論文
八
四・〇
昭和三六四
山　形
男
大
　
井
　　　
武
大正四・五・七
日本大学昭和三三・七・一助教授人文地理
（247～250）
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〇
130
講師
専門科目政経学部経済学
　
科
教職関係
専任
地誌学
立正大学文学部地理学科（旧制）昭和二七・三・三一同大学研究科昭和三〇・三 一
著書
一
論文
八
三・〇
昭和三六四
長　野
男
有
　
賀
　
昭
　
治
昭和二・一・二八
（469～474）
〇
131
教授
専門科目教
　
職
課
　
程
専任
教育原理教育史教育実習
早稲田大学学部文学科哲学専攻明治四一・七
著書
一〇
論文
四
三五・五
昭和三三四
40,000
東　京
男
小
　
沢
　
恒
　
一
昭和一六・六・六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授教育原理教育史
　
教育実習
641～646
〇
132
教授
専門科目教
　
職
課
　
程
専任
社会科教育法
　
教 行政学
慶応義塾大学法学部政治 科昭和九・三・三一
著書
六
予定
一
論文
二一
一二・〇
昭和三六四
40,000
長　野
男
横田
　
重左衛門
明治四一・八・二六
愛知学院大学昭和三一・四教授教育行政社会科教育法
647～652
133
助教授
専門科目教
　
職
課
　
程
専任
教育心理学
　
青年心理学
日本大学大学院文学研究科修士課程（心理学専攻）昭和二八・九・三〇
文学修士
著書一（予）
一
論文
一九
学会発表
一五
七・六
昭和三五四
30,000
新　潟
男
高
　
橋
　
正
　
士
大正一四・八・二三
国士舘大学昭和三五・四・一助教授教育心理学青年心理学
653～658
〇
134
教授
専門科目教
　
職
課
　
程
兼担
国士舘大学教授倫理学
道徳教育の研究
日本大学文学部 院（倫理科）昭和二八・三
文学博士
著書
一
論文
四
一二・三
昭和三六四
広　島
男
佐
　
藤
　
嘉
　
祐
明治三二・一〇・二五
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
倫理学
道徳教育の研究申請中
（169～172）
〇
135
講師
専門科目教
　
職
課
　
程
兼任
東洋大学助教授各科 育法
商業科教育法
中央大学経済学部昭和一八・九・三
著書論文
一二・〇
昭和三六四
5,000
東　京
男
小
　
川
　
福次郎
大正元・九・九
関東短期大学昭和二七・三講師商業科
　
職業科
教育法
659～664
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〇
136
講師
専門科目教
　
職
課
　
程
兼任
国士舘短期大学講師
図書館学
東京帝国大学文学部国 科昭和三・三・三一
著書
四
論文
五
その他
三〇・〇
昭和三四四
5,000
東　京
男
土
　
井
　
重
　
義
明治三七・九・三
共立女子大学昭和三二・一二・二講師図書館学
665～670
137
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
大日本武徳会武術教員養成所明治四一・四剣道範士
ナシ
三一・〇
昭和三三四
30,000
東　京
男
斉
　
村
　
五
　
郎
明治二〇・五・四
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授体育方法（格技）
138
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
慶応義塾理財科中退講道館十段
著書
三
四〇・〇
昭和三三四
30,000
岩　手
男
三
　
船
　
久
　
藏
明治一六・四・ 一
国士舘大学昭和三二・一二・五教授体育方法（格技）
139
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
大日本武徳会武術教員養成所明治四一・一二剣道範士
ナシ
二五・〇
昭和三三四
30,000
群　馬
男
持
　
田
　
盛
　
二
明治一八・一・二六
国士舘大学昭和三二・一二・五教授
　
体育方法
（格技）
140
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
東京高等師 学校体操専修科大正五・三・五
著書
四
三〇・七
昭和三三四
30,000
山　形
男
会
　
田
　
彦
　
一
明治二六・四・ 一
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
体育方法
（格技）
141
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育原理
東京高等師範学校体操専修科大正五・三・五
著書
四
論文
四
三二・〇
昭和三三四
10,000
福　岡
男
岡
　
部
　
平
　
太
明治二四・九・一〇
国士舘大学昭和三二・一二・五教授
　
体育原理
142
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
東京高等師範学校体育科大正一五・三
ナシ
一一・〇
昭和三三四
40,000
島　根
男
大
　
野
　
操一郎
明治三四・二・二五
国士舘大学昭和三二・一〇・二四体育方法（格技）
143
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（陸上競技）
東京高等師範学校体育科甲組昭和一〇・三・一五
著書
二
論文
五
九・〇
昭和三三四
38,000
新　潟
男
金
　
子
　
藤
　
吉
明治四四・四・二四
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授（陸上競技）
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144
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
個人及公衆衛生論
　
栄養学
東京帝国大学医学部大正二・一二
医学博士
著書
二
論文
多数
一七・〇
昭和三三四
12,000
東　京
男
小金井
　
良
　
一
明治二三・八・六
国士舘大学昭和三二・一〇・二四教授
　
個人及公衆
衛生論
　
栄養学
145
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
解剖及生理学
　
同実験
慈恵会医科大学部昭和一六・一二
医学博士
著書
ナシ
論文
五
五・〇
昭和三三四
15,000
東　京
男
佐
　
藤
　
英
　
夫
大正六・一・一
国士舘大学昭和三二・一二・五教授解剖及生理学
146
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法リクリエーション
　　
東京女子高等師範学校
　
文科
大正九・三
著書論文
三〇・〇
昭和三六四
15,000
北　海道
女
三
　
浦
　
ヒ
　
ロ
明治三一・一〇・二七
申請準備中
147
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
兼担
国士舘大学政治学部保健体育専任教授
体育方法（体操）
東京高等師範学校体操専修科大正六・三・二六
著書
四
一一・〇
昭和三三四
東　京
男
森
　　　　　
秀
明治二五・三・二八
国士舘大学昭和三二・一二・五教授（体育方法
　
体操）
148
助教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（体操）
茨城師範学校大正四・三・二八国立体育研究所生理衛生学教室大正十二・八 一
著書
一〇
論文
四
一七・三
昭和三三四
40,500
東　京
男
川
　
島
　
恒
　
吉
明治二八・二・一七
東京学芸大学昭和三三・三・ 一助教授体操
149
助教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（球技）
東京教育大学体育学部体育学科昭和三〇・三
著書
一
論文
二
一一・〇
昭和三三四
16,000
東　京
男
石
　
田
　　　
啓
大正一一・七・一二
国士舘大学昭和三二・一〇・二四助教授体育方法（球技）
150
助教授
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育測定学
　
体育方法（球技）
東京高等師範学校体育第一部昭和一〇・一〇東京教育大学体育学部昭和三〇・三
論文
一二
一一・〇
昭和三三四
22,000
東　京
男
坂
　
井
　
政
　
郎
大正一〇・一〇・四
国士舘大学昭和三二・一〇・二四助教授
　
体育測定
学体育方法（球技）
151
講師
専門科目
専任
体育方法（球技）
東京高等師範学校体育科甲組昭和三・六・二五
著書
二
八・〇
昭和三三四
34,000
福　岡
男
園
　
部
　　　
暢
明治三九・一・二三
国士舘大学昭和三二・一 ・五講師
　
体育方法
















国士舘史関係資料の翻刻並びに補註　第八巻
109
体
　
育
学
　
部
論文
七
（球技）
152
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
日本体育専門学校昭和二二・三・一五中央大学法学部（旧制）
　
昭和二五・三・二五
ナシ
八・〇
昭和三三四
15,500
北　海道
男
平
　
間
　
光
　
雄
大正一四・七・一一
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師体育方法（リクリエーション）
153
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（体操）
日本体育専門学校昭和二三
ナシ
六・〇
昭和三三四
26,000
山　梨
男
池
　
田
　
睦
　
彦
昭和二・一一・三
日本体育大学昭和三一・六・一講師保健体育
154
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法陸
　
上
競
　
技
日本体育大学体育学部体育学科昭和三一・三・三
著書
二
論文
三
三・六
昭和三三四
16,150
福　島
男
服
　
部
　
利
　
夫
昭和五・一一・一三
国士舘大学昭和三四・四・講師体育方法（陸上競技）
155
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（体操）
東京教育大学体育学部健康学科昭和三一・三
ナシ
四・〇
昭和三三四
20,500
福　島
男
鈴
　
木
　
八
　
郎
大正一三・六・二五
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師体育方法（体操）
156
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
日本体育大学体育学部体育学科昭和三二・三・
著書
三
論文
一
三・〇
昭和三三四
12,000
秋　田
男
菅
　
原
　
克
　
夫
昭和九・八・二〇
国士舘大学昭和三五・七・二五講師体育方法（格技）
157
助手
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（体操）
日本大学体育学部体育学科昭和三二・三・三
ナシ
〇・四
昭和三五四
18,000
島　根
男
寺
　
井
　
勝
　
三
昭和九・一・二
158
助手
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（水泳）
日本大学経済学部経営学科昭和二七・三
論文
一
〇・九
昭和三四一一
20,000
静　岡
男
木
　
本
　　　
彰
大正一五・一〇・一七
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159
助手
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
国士舘大学体育学部体育学科昭和三五・三・一五
ナシ
〇・四
昭和三五四
15,000
長　野
男
小
　
林
　
惣重郎
昭和一一・五・一三
160
助手
専文科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
国士舘大学体育学部体育学科昭和三五・三・一五
ナシ
〇・四
昭和三五四
15,300
鹿　児島
男
大
　
樅
　
哲
　
夫
昭和一一・一二・一二
161
助手
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（格技）
国士舘大学体育学部体育学科昭和三五・三・一五
ナシ
〇・四
昭和三五四
15,300
熊　本
男
東
　　　
信
　
義
昭和一二・一一・三〇
162
助手
専門科目体
　
育
学
　
部
専任
体育方法（球技）
国士舘大学体育学部体育学科昭和三五・三・一五
ナシ
〇・四
昭和三五四
11,300
青　森
男
阿
　
部
　
耕
　
策
昭和一二・六・ 八
163
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京大学名誉教授
解剖
及
生理学
東京帝国大医学部医学科大正一一・三
医学博士
著書
二
外
多数
三九・〇
昭和三三四
東　京
男
福
　
田
　
邦
　
三
明治二九・三・ 〇
国士舘大学昭和三二・一二・五教授
　
解剖及生理
学
164
教授
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
体育心理学
東京帝国大文学部心理 科大正一一・三
著書
二
三八・〇
昭和三三四
山　口
男
松
　
井
　
三
　
雄
明治三〇・六・二一
国士舘大学昭和三二・一二・五教授
　
体育心理学
165
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
警視庁剣道師範
体育方法（格技）
旧大日本武徳会本部大正七・七・一三剣道範士
ナシ
一六・〇
昭和三三四
5,000
東　京
男
小
　
野
　
十
　
生
明治二九・五・二〇
国士舘大学昭和三二・一二・五講師体育方法（格技）
166
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
警視庁剣道師範
体育方法（格技）
武徳会剣道教士昭和一二・五
ナシ
一〇・〇
昭和三三四
5,000
千　葉
男
堀
　
口
　　　
清
明治三六・七・一二
国士舘大学昭和三二・一二・五講師体育方法（格技）
167
講師
専門科目
兼任
財団法人講道舘研修員
体育方法（格技）
東京高等師範学校体育科昭和二二・三
ナシ
四・〇
昭和三四四
3,000
千　葉
男
醍
　
醐
　
敏
　
郎
大正一五・一・二
国士舘短期大学昭和三〇・一〇・一五
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体
　
育
学
　
部
講師体育方法（格技）
168
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
慈恵医科大学
　
講師
解剖学
発育論
東京慈恵会医科大学昭和一六・三・二〇
医学博士
論文
三
九・〇
昭和三四四
3,000
大　阪
男
皿
　
井
　
長四郎
大正七・一二・一五
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師
　
発育論
169
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京教育大学助教授運動生理学
運動生理学
　
学校保健
東京慈恵会医科大学
医学博士
論文
六・〇
昭和三四四
20,000
東　京
男
小
　
川
　
新
　
吉
大正八・九・四
東京教育大学昭和二九・七助教授運動生理学
170
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京歯科大学助教授解剖学
解剖学実験
東京歯科医学専門学校昭和一九・九・二〇
論文
一〇
一五・〇
昭和三四四
10,000
愛　知
男
橋
　
本
　
京
　
一
大正一二・一〇・一〇
国士舘大学昭和三二・一二・五助教授解剖学仝実験
171
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京教育大学体育学部教授運動医学
健康教育論
　
学校保健
日本医科大学昭和一六・一二・二六
医学博士
著書
ナシ
論文
九
一八・〇
昭和三三四
10,000
福　島
男
豊
　
田
　　　
章
大正三・三・三
国士舘大学昭和三二・一〇・二四講師
　
学校保健
健康教育論
172
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京慈恵会医科大学助手
救急処置
及
看護法
京都帝国大学医学部
医学博士
論文
昭和三四四
5,000
男
江
　
部
　
悌
　
藏
大正一二・九
申請（予定）中
○
173
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京大学伝染病研究所（文部技官）
細菌及免疫学
東京慈恵会医科大学昭和一二・三
医学博士
論文
二〇・〇
昭和三四九
7,000
埼　玉
男
小
　
峰
　　　
積
大正五・二・四
申請（予定）中
174
講師
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
警視庁剣道師範
体育方法（格技）
国士舘短期大学経済科昭和三〇・三・五剣道教師
ナシ
五・〇
昭和三三四
5,000
福　島
男
阿
　
部
　
三
　
郎
大正八・十・十二
申請（予定）中
175
助手
専門科目体
　
育
学
　
部
兼任
東京教育大学体育学部助手
体育方法（陸上競技）
東京教育大学体育学部昭和二八・三
ナシ
昭和三四四
5,000
福　岡
男
古
　
藤
　
高
　
良
昭和六・三・一六
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〔四、教員個人調
　
略〕
〔十、設置者に関する調～十四、現在設置している学校の現況
　
略〕
「 （内表紙）
十五、将来の計画」
第十五
　
将来の計画
一、学部及学科組織に関すること
（1）　
 将来施設の充実と共に政経学部政治学科及経済学科の第二部を増設し教育の充実徹底を期している。
（2）　
 次回に於て文学部を増設し、現在の短期大学国文科を昇格して国語国文学科とし、此れに歴史地理学科を併置し、教育の徹底を図る予定である。
（3）　
 将来大 院 設 思想堅固な青年研究者を養成し、信念ある大 教授を世に送り、学界に貢献せんことを期している。
二、学科目教員等に期すること
体育学部政経学部共に現在の学科目は必要に応じ拡充し、これに要する教員も準備する。
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三、校地校舎等に関すること
校地については将来隣接地を買収し建物敷地、運動場の拡張を図る予定である。校舎及施設については現在建築中の政経学部本舘に隣接して図書舘、講堂、学生会舘の建設を期している。
四、図書・機械器具・標本等に関すること
此れ等については毎年予算を計上し常に補充と整備に意を用いると共に、更に教育の完遂を期す 為、教材、実験施設の充実に努力する。＊
1　
国士舘大学政経学部
　
昭和三五（一九六〇）年、池田勇人内閣による「国民所得倍増計画」発表
以降、日本は高度経済成長期に突入する。同時に第一次ベビーブームによって大学への志願者が急増し、各界から高等教育を受けた人材の増募が求められた。国士舘もこの社会的要請に応える形で、学部増設を果たしていく。　
政経学部は、昭和三五年九月三〇日に認可申請を行い、翌昭和三六（一九六一）年三月一〇日に
認可を受けて、政治学科・経済学科（定員各一〇〇名）を設置した。なお、経済学科は、短期大学経済科からの編入により 初年度に一、 二年次を開講している。教授陣 は、田崎仁義、宇尾野宗
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尊などが招聘された。また、中学校教諭一級（社会）および高等学校教諭二級（社会、商業）の教員養成課程認定も受け　
政経学部設置目的の一つは、昭和三五年の日米安全保障条約改定による「安保闘争」の影響によ
り左傾化する世論と欧化学説を批判し、日本伝統の政治的倫理観を持つ人材育成を目指すことにあった。
